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全国の最近の経済動向

長期指標分析

［全国の景気］……………足踏み

輸出の増加が続いていることを受け、生産は好調に推移、設備投資も堅調に推移していますが、原

油や素材物資などの値上がりをうけて企業収益が悪化しており、景況感が低下しています。また、個

人消費も雇用に対する不安や物価の上昇を受けて低迷しており、景気は全体としてみると足踏み状態

となっています。

原油価格の高騰の影響で米国消費が低迷するなど、悪影響が多方面に広がってきており、今後もそ

の行方が注目されています。

［設備投資（機械受注額）］……高い水準で横ばい

・設備投資の先行指標となる機械受注額は、高い水準で推移しています。

・非製造業では、主に設備投資額が大きい通信業や、大型物流施設の建設が盛んな運輸業が伸びてい

ます。

・製造業では、自動車工業は増加していますが、原油価格の上昇を受け、石油・石炭工業、化学工業、

紙・パルプ工業などが減少し、全体では伸び悩んでいます。

経済動向

機械受注額（民需季調．３ヶ月平均）

（出所）内閣府
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福岡県の生産の前年同月比増減
（全体と主な業種）

（出所）福岡県

福岡県の住宅着工
（前年同月比・寄与）

（出所）国土交通省

［福岡県の景気］……………足踏み

輸出が増加基調で推移していることを背景に生産は好調に推移しています。設備投資も自動車関連

産業を中心に高水準で推移していますが、企業の景況感は、資材価格の上昇などから低下しています。

一方、個人消費動向は雇用情勢の悪化や食品価格等の上昇から支出に慎重になっており、全体として

景気は減速感を強めています。

［生 産］…………………高い水準を持続

・自動車は増加基調が継続し、全体の水準を底上

げしています。

・一般機械、化学製品は輸出の伸びが続いている

ことから、増加基調で推移しています。

・電気機械は、東南アジア諸国向けの輸出の落ち

込みから減少しています。

［住宅建設］…………………回復

・建築基準法改正の影響による減少から脱却し、

賃貸マンション、分譲マンションも前年比で増

加に転じました。

経済動向
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［公共工事］…………………大型工事で増加

・大型工事で発注額が伸び、４ヶ月ぶりに前年同

月を上回りました。

・主な大型工事は、「国」の新若戸道路、「独立行

政法人」の九州新幹線、北九州市内に建設され

ている廃棄物処理施設、「その他の公共的団体」

の福岡高速道路建設です。

［設備投資］…………………下げ止まり

・建築着工（除く住宅）を見ると、設備投資は高水

準で推移しています。

・製造業は、自動車関連産業の工場集積により増

加しています。

・サービス業は、「教育・学習」「医療・福祉」が

減少し、全体でも伸び悩みました。

［雇 用］…………………悪化

・求人数の減少が続く一方、求職者数の増加が続

いており、有効求人倍率は低下しています。

・求人数は、人材派遣業で大幅に減少しているの

に加え、建設業、製造業でも低下しました。

福岡県公共工事
（年度寄与度）

（出所）西日本建設業保証株式会社

福岡県建築金額
（除く住宅）

（出所）国土交通省

福岡県の求人倍率

（出所）福岡労働局
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熊本県の大型店販売
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（出所）九州経済産業局

熊本県の鉱工業生産原指数
（前年同月比増減寄与度）

（出所）熊本県

［熊本県の景気］……………引き続き減速感が見られる。

生産は一部業種を除き動きが弱く、住宅も貸家を除いては引き続き減少傾向にあります。資源高騰

の物価への影響も広がりつつあり、景気の先行きには悲観的な見方が強まっています。

［個人消費］…………………前年並み

・０８年５月は飲食料が伸び、衣料品は減少してお

り、全体では前年比ほぼ横ばいです。

・飲食料の増加は物価高の影響によるものです。

・衣料品も同様に物価高の影響が大きいと思われ

ます。特に婦人子供服の買い控えが影響してい

ます。

［生 産］…………………前年並み

・前年同月比でほぼ前年並みの状態です。

・電子部品（デバイス）は引き続き増加しています

が、金属製品、一般機械、電気機械は前年比マ

イナス基調です。

・輸送機器のマイナス幅は減少し、前年並みに回

復しています。

経済動向
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［住宅建設］…………………横ばい

・０８年５月は、前年同月が急伸していた関係で、

前年比では減少していますが、戸数ベースでは

横ばいの推移です。

・前月対比戸数ベースでは＋６２戸とやや回復して

います。貸家の増加分（２６６戸）で、持ち家（同▲

１０５戸）、分譲住宅（同▲８５戸）の減少をカバーし

ている状況です。

［雇 用］…………………緩やかな低下傾向

・九州内では比較的堅調であった熊本県の有効求

人倍率も、低下傾向にあり、九州平均並み（０．６７

倍）となっています。

・前年比では▲０．１５倍と、全国（▲０．１４倍）、九州

平均（▲０．１４倍）とほぼ同様で、福岡県（▲０．２５

倍）に比べると緩やかな動きとなっています。

［企業倒産］…………………横ばい

・０８年６月の熊本県の倒産件数は前月とほぼ変わ

らず１６件で、前年比横ばいでした。

・倒産企業負債総額は３，７４４百万円とほぼ前年同

月並みでした。

・九州全体では、件数は前年比横ばいですが、負

債総額が前年比＋３４．６％と増えてきており、倒

産の大型化が見られます。

熊本県の住宅着工戸数（用途別）
（前年同月比増減寄与度）

（出所）国土交通省

熊本県の有効求人倍率

（出所）厚生労働省

熊本県の企業倒産件数

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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（出所）西日本建設業保証（出所）国土交通省

［長崎県の景気］……………生産面では堅調に推移しているものの、総じて減速感が見られる

造船や機械部門など製造業部門の生産活動は引き続き高操業状態を維持しています。しかし、この

ところ厳しい状況が続いている建設、商業に加え、好調を維持していた観光も力強さがみられなくな

るなど、非製造業部門の主要産業は前年実績を下回っており、全体として減速傾向が見られます。

［生産活動（造船・機械部門）］……造船部門、機械部門ともに好調さ続く

２００８年４月の県内大手・中堅造船２社の造船部

門の生産・受注状況をみると、生産高は前年比

１２．１％増の２０２億円、受注残高は同１６．５％増の

７，７５６億円と、生産高、受注残高ともに高水準を

維持しています。

一方、機械その他部門の生産・受注状況をみる

と、生産高は前年比２．６％増の２３９億円、受注残高

は同１８．１％増の９，０９６億円と、ともに前年を上回っ

ています。

［建設（住宅着工・公共工事）］…………………住宅着工、公共工事ともに低調

２００８年５月の新設住宅着工戸数は、分譲で前年

比同実績の５８戸となったものの、持家で同１０．３％

減の２０９戸、貸家で同６２．７％減の１３４戸となり、全

体では同３８．３％減の４０１戸と、前年を下回りまし

た。

一方、２００８年５月の公共工事保証請負状況（保

証ベース）は、件数が前年比１９．２％減の１２２件、

金額が同４６．７％減の４２億円と、件数・金額ともに

前年を下回りました。

経済動向
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［観 光］…………………主要観光施設入り込み数、宿泊客数ともにマイナス

２００８年５月の長崎県内主要観光施設の入り込み

状況は、ゴールデンウィーク中の天候には恵まれ

たものの全１８施設のうち半数となる９施設で前年

実績を下回り、全施設合計では前年比１．１％減の

７８万８，５００人となりました。

また、５月の長崎県内主要ホテル・旅館５２社の

宿泊客数は、国内旅行者の動きが鈍く、県北地域

では同０．７％増と前年比微増となったものの、県

南地域で前年比２．３％減、合計でも同１．１％減少し

ました。

［大型小売店］………………衣料品の動きが低調で前年実績を下回る

２００８年５月の県内大型小売店販売高は、雨が多

く夏物衣料の売れ行きが鈍かったことなどにより、

前年比４．３％減の１０１億円と前年実績を下回りまし

た。

業態別にみると、百貨店では物産展効果により

食料品等は堅調でしたが、衣料品は振るわず、販

売高は前年比３．８％減となりました。また、大型

スーパーも価格上昇を要因として食料品は伸びま

したが、衣料品等は低調で、同４．５％減となって

います。

［漁 業］…………………水揚量、水揚金額ともに前年を上回る

２００８年５月の県内主要４魚市場の水揚実績をみ

ると、水揚量は前年比２２．５％増の２万６，９２３トン、

水揚金額は同１７．８％増の６７億４，０００万円となりま

した。

５月は、アジやイワシの他、魚価の高いブリな

どが豊漁だったため、水揚量、水揚金額ともに前

年を上回りました。

長崎県の主要ホテル・旅館宿泊客数前年比伸び率

（出所）日本銀行長崎支店

長崎県の大型小売店販売高

（注）百貨店とスーパーの販売高の合計（店舗調整前）
（出所）九州経済産業局

長崎県４魚市場の水揚量と水揚金額

（出所）長崎、佐世保、北松、松浦の４魚市場の合計
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2006年　観光客（短期滞在）に対する査証免除恒久化�

台
湾�

2005年　観光客（短期滞在）に対する査証免除恒久化�

中
国�

2004年　訪日修学旅行生に対する査証免除　　　　　　　　　　　��
2005年　訪日団体観光査証の発給対象地域を中国全土に拡大��
2007年　中国の全在外公館にて訪日団体観光査証の取扱開始��
2008年　家族観光査証の発給開始�

香
港�

2004年　観光客（短期滞在）に対する査証免除恒久化�

九州における訪日外国人旅行者の誘客

はじめに
近年、観光やビジネス等による旅行者を増や

すことにより、関連する産業を振興し地域経済
の活性化を図る動きが各地で活発になっています。
これは、観光等に関連する消費支出が、旅行

業、宿泊業のみならず、運輸業、飲食業、製造
業、小売業など広範囲の産業に経済波及効果を
もたらすことが背景にあります。
国土交通省は、２００６年の日本国内旅行消費額

（国民の国内旅行消費額と訪日外国人旅行消費
額の合計）を２３．５兆円と推計しています（図１）。
訪日外国人旅行者の消費額は１．４兆円で全体の
約６％に止まりますが、対前年度増加率は
２０．２％と著しく伸びています（表１）。国内宿泊
旅行が停滞するなか、どのように訪日外国人旅
行者（インバウンド）の増加に取り組んでいくか
がひとつの課題であると言えます。
そこで、訪日外国人旅行者の誘客について、

現状と今後について考察してみます。

１．急増する訪日外国人旅行者（インバウンド）
我が国における外国人旅行者の誘客は、２００３

年、「ビジット・ジャパン・キャンペーン」（以
下「ＶＪＣ」と言う）により本格的にスタート
しました（図２）。ＶＪＣは、２０１０年の訪日外国
人数１，０００万人を目標に、官民一体となって海
外への情報発信や旅行商品造成等を支援する事
業です。
これまでのＶＪＣの宣伝効果や各国訪日ビザ

の取得緩和（図３）に加え、円安基調やアジア諸
国の経済成長など外部環境の影響により目標達
成は濃厚となりました。このため国土交通省は
２０２０年の訪日外国人旅行者数を２，０００万人に増
やす新たな目標を打ち出し、今年１０月に設置予
定の「観光庁」を中心に官民一体の誘客活動を
展開します。
０７年の訪日外国人旅行者は、アジアからの旅
行者の増加を中心に約８３５万人と過去最高を記
録しました。そのうち韓国からの旅行者が、全
体の３割の約２６０万人と第１位となっており、
次いで台湾が第２位となっています。また、経
済成長著しい中国からの訪日旅行者の増加も大

きく、米国からの旅行者を上回る第３位となり
ました。日本政府観光局（以下「ＪＮＴＯ」と
言う）の試算では、１０年には台湾からの訪日旅
行者を上回り、第２位になることが予想されて

産業調査

費 目 旅行消費額 比 率 対前年度増加率
宿泊旅行 １５．７ ６６．６％ ▲４．２％
日帰り旅行 ４．７ ２０．１％ ２．０％
海外旅行（国内分） １．７ ７．４％ ２．６％
訪日外国人旅行 １．４ ５．８％ ２０．２％

計 ２３．５ １００．０％ ▲１．４％

図１ 国内旅行消費額の産業別内訳（２００６年度）

（出所）国土交通省資料をもとにふくおかフィナンシャルグループ作成

表１ 国内旅行消費額の対前年度比（２００６年度）（単位：兆円）

（出所）国土交通省資料をもとにふくおかフィナンシャルグループ作成

図２ 訪日外国人旅行者の推移（２００７年）

（出所）日本政府観光局（ＪＮＴＯ）の資料をもとにふくおかフィナンシャルグループ作成

図３ アジア諸国からの訪日査証（ビザ）取得緩和

（出所）国土交通省資料をもとにふくおかフィナンシャルグループ作成
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ホールセラー�
ランドオペレーター��
（ランド社）�

リテーラー�

旅行者�

①旅行商品の企画��
④旅行商品の造成�

⑤旅行商品の��
   卸売り　�

②企画した旅行商品��
　に必要な旅行素材��
　の手配を依頼��
�

⑦旅行で利用�

③旅行素材の��
　提供を依頼�

※韓国のランド社は��
　旅行商品の企画・造成も�
　行う傾向が強い�

⑥旅行商品を��
　旅行者に小�
　売り�

サプライヤー��
（交通、宿泊施設等）�

韓国側�

日本側�

旅行会社等の種類 業務形態

ホールセラー 自社で旅行商品をつくり、他社に卸売り
する旅行会社

リテーラー
ホールセラーやツアーオペレーターから
旅行商品を仕入れ、一般消費者に小売り
を行う旅行会社

ランドオペレーター 旅行商品の造成に必要な宿泊、輸送、飲食
などの旅行素材の手配を実際に行う業者

サプライヤー
（旅行素材の提供者）

宿泊施設・交通機関・飲食施設・観光施
設など旅行素材を供給する業者

表２ 旅行会社等の種類と業務形態

（出所）日本政府観光局（ＪＮＴＯ）の資料をもとにふくおかフィナンシャルグループ作成 図４ 韓国旅行業界の相関図

（出所）日本政府観光局（ＪＮＴＯ）の資料をもとにふくおかフィナンシャルグループ作成

います。
続いて、訪日外国人旅行者の増加が著しい韓

国、中国の旅行動向について紹介します。

２．韓国・中国の旅行動向
�旅行会社の種類と機能
国や地域によって異なりますが、一般的に旅

行業界は表２のように棲み分けられています。
訪日外国人旅行者の誘客には、旅行商品をつく
る各国の旅行会社の存在が大きく、これら旅行
会社へのセールス活動がポイントとなります。

�韓国の旅行動向
急増する外国旅行

韓国の外国旅行者数は、０５年に初めて１，０００
万人の大台を超え、０７年には約１，３３２万人を記
録しました。韓国の総人口約４，９００万人のうち
４人に１人が外国旅行をしている計算となりま
す。０７年の韓国人の旅行先は、国別では中国が
第１位の約４７８万人（前年比２１．７％増）、日本は
第２位の約２６０万人（前年比２２．８％増）となっ
ています。
この外国旅行者増加の背景には、０４年から段

階的に導入された週休二日制の定着やウォン高
などがあります。特に、訪日旅行については、
ＶＪＣの宣伝効果やビザ免除措置効果、日韓間
の定期航路の拡充などが増加要因となっていま
す。
なお、０８年はウォン安傾向となっていますが、

０８年１～５月の累計訪日韓国人数は前年比＋
９．０％（ＪＮＴＯの推計値）となっており増加
基調の底堅さが窺えます。

韓国の旅行商品・形態

韓国の旅行会社は約１万社ありますが、大手
と言われる旅行会社は３０社ほどです。

韓国での旅行商品の造成は特有で、大手旅行
会社であるホールセラーの他、ランドオペレー
ター（通称「ランド社」と言う）が旅行商品をつ
くり、リテーラーに卸売りする形態となってい
ます。韓国の旅行会社は販売に重点を置いてい
るため、宿泊や交通手段などの旅行素材の手配
だけでなく、旅行商品の企画・造成をランド社
に任せる傾向にあります。そのため、各自治体
も訪日韓国人の誘客にホールセラーのほか、ラ
ンド社へのセールスを行っています。
一方で、�ハナツアーや�旅行博士などの大

手旅行会社が日本に進出し、自社手配する動き
も出ています。
また、インターネットの普及により、旅行商

品の販売もネット販売の比率が高くなっていま
す。これにより、旅行商品の購入や情報入手の
利便性も向上し、さらなる旅行の誘発に繋がっ
ています。

二極化する旅行形態とゴルフツアーや修学旅行

ＪＮＴＯの資料によると、０６年の訪日韓国人
の滞在日数は４．７日です。旅行形態では、旅行
会社のパッケージを利用する団体旅行者は
１５．８％で、海外個人旅行者（ＦＩＴ）が多数を占
めています。航空券や宿泊手配など最低限の手
続きのみ旅行会社に依頼し、あとは個人で自由
に旅行する「ＦＩＴツアー」の需要が増加傾向
にあります。
訪日旅行商品としては、個人志向の高まりで、

格安ツアーから高級志向の温泉旅館ツアーまで
二極化しつつあります。大手の旅行会社も富裕
層や「ゴールドミス」と言われる独身女性向け
の高付加価値旅行商品の開発に注力しています。

09FFG調査月報 2008年8月



ホールセラー�
ランドオペレーター��
（指定旅行会社）�

リテーラー�

旅行者�

①旅行商品の企画��
④旅行商品の造成�
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図５ 中国旅行業界の相関図

（出所）日本政府観光局（ＪＮＴＯ）の資料をもとにふくおかフィナンシャルグループ作成

また、韓国のゴルフ人口は約３００万人と言わ
れていますがゴルフ場が約２５１ヶ所（０７年８月）
しかなく、日本のゴルフ人口約８９０万人に対す
るゴルフ場約２，４００ヶ所に比べても圧倒的に少
ない状況です。このゴルフ場不足に加え、ゴル
フクラブの海外持ち出し申請が簡素化（０４年）さ
れたことで、到着した日からすぐにプレーでき
る訪日ゴルフツアーの人気が高まっています。
その他の最近の傾向として、０４年に韓国修学

旅行生に対する訪日ビザが免除されたことによ
り、訪日修学旅行も増加しています。こうした
動きから修学旅行市場に参入する旅行会社も増
え、有望な市場と見られています。

�中国の旅行動向
団体観光ビザ発給の地域拡大で訪日旅行者は増加

近年の著しい経済成長を背景に、外国旅行者
も急速に増加し、０７年には約４，０９５万人と５年
間で２倍以上に拡大しています。現在のところ、
香港・マカオ以外への海外個人旅行が認められ
ていないため、団体旅行が中心ですが、０７年の
訪日旅行者は過去最高の約９４万人（前年比
１６．１％の増）となっています。
訪日旅行者数の増加は、００年の訪日団体観光

旅行の解禁後、ＶＪＣの宣伝効果や訪日団体観
光ビザの発給地域が中国全土に拡大したことが
要因です。さらに、０８年３月には２～３名での
家族旅行へのビザ発給も認められたことで、訪
日旅行のニーズの拡大が予想されます。

中国の旅行商品・形態

中国の旅行会社は０６年時点で約１万７，０００社
ほどであり、その中で訪日旅行取扱の旅行会社
は７９７社（０７年１０月時点）です。
日中間では双方で指定旅行会社制度を導入し

ており、訪日旅行商品は、中国側の旅行会社
（ホールセラー）が日本側のランドオペレーター
となる指定旅行会社に見積もりを依頼し、金額
や訪問地などの検討を経てつくるのが一般的で
す。
なお、一般的に中国の外国旅行は旅行会社に

対する預け金が必要なことから、外国旅行者は
一定以上の所得水準の層であると言えます。

休日制度の改定と米国団体観光旅行の解禁

２００８年に中国の休日制度が改定され、大型連
休（７連休）である労働節を３日に短縮し祝日が
分散しました。このことにより、訪日旅行のよ
うな短距離旅行は需要が高まるとの期待があり
ます。
一方で、中国では日本以外にオーストラリア、

ＥＵ各国など１３３カ国が外国旅行目的地として
認められていますが、０７年１２月に観光大国であ
る米国への団体観光旅行が解禁され、中国人旅
行者誘客の激化が予想されます。

訪日旅行の状況

訪日団体観光旅行は解禁されたばかりのため、
知名度の高い都市や有名な観光地が好まれる傾
向にあります。現在の訪日旅行の目的地は、東
京と大阪を結ぶ「ゴールデンルート」を周遊する
ツアーが主流です。また、買物も魅力となって
おり「メイド・イン・ジャパン（日本製）」の人気が
高く、最先端技術の製品などの需要が高いのが
特色です。ＪＮＴＯの資料によると、訪日団体観
光旅行客の日本でのショッピングの消費は、一
人あたり１５～２０万円と言われており、訪日中国
人の誘客は経済波及効果が高いと考えられます。

３．九州を訪問する外国人旅行者
�２００７年の外国人入国者数と宿泊者数
０７年に九州から入国した外国人は約９２万人で
全国の１割に相当し、全国におけるシェアも増
加傾向です（図６）。また、国土交通省が全国統
一的な基準により０７年に初めて実施した宿泊旅
行統計調査によると、九州各県の外国人延べ宿

産業調査
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（出所）法務省「出入国管理統計年報」をもとにふくおかフィナンシャルグループ作成

図６ 入国外国人数の推移（２００７年）

図７ ２００７年九州内外国人延べ宿泊者数（県別）

（注）国籍不詳の１０５，１００人泊を除く
（出所）国土交通省宿泊旅行統計調査
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図８ 九州三県の韓国・中国航路および２００７年入国別外国人正規入国数

（出所）法務省資料によりふくおかフィナンシャルグループ資料作成

図９ ２００７年福岡・長崎・熊本三県の外国人入国者数及び延べ宿泊者数

（出所）国土交通省宿泊旅行統計調査をもとにふくおかフィナンシャルグループ作成

泊者数は約２０４万人泊を数え、国籍別では韓国
人宿泊者数が九州全体の約６割を占めています。
県別では福岡県の延べ宿泊者数が約６０万人泊

と最も多くなっており、続いて長崎県、熊本県
の順となっています（図７）。

�九州における外国人旅行者誘客活動
九州でも各地で外国人旅行者の誘客が実施さ

れており、各自治体も広域連携により、東アジ
アを中心に各国へのプロモーションや受入体制
の整備に取り組んでいます。
プロモーション内容としては、

�各国のマスコミや旅行会社の招聘事業
（プレストリップやエージェント・ファムト
リップ）

�各国旅行会社に対する旅行商品造成のセール
ス活動や商談会・説明会の開催

�国際観光展への出展やテレビ・新聞・雑誌な
どでの広告・宣伝ＰＲ

�訪日修学旅行誘致活動
などに取り組んでいます。
また、受入体制の整備では、

�外国語表示の案内板や標識の設置
�通訳ガイド養成や外国語での車内放送
�外国語版ＨＰやパンフレットの作成
�免税、両替、外国人対応マニュアルの作成
など外国人旅行者の利便性向上を目指した取り
組みとなっています。

ここで、外国人延べ宿泊者数の多い福岡、長
崎、熊本の三県について紹介します。

�福岡・長崎・熊本三県の状況
福岡県の特徴は、外国人旅行者の出入口とな

る空港や港のインフラが整備されていること
（図８）や福岡市や北九州市に産業が集積してい
ることから、商用や視察、コンベンションへの
参加など観光目的以外の外国人旅行者の宿泊も
多いのが特徴です。また、長崎県や熊本県は従
来からの観光地で宿泊施設が整っているため、
温泉や自然、テーマパークなどを訪問した外国
人旅行者が宿泊しています。特に熊本は、「ゴ
ルフ＋温泉」の旅行形態が訪日韓国旅行者に人
気となっています。
また、三県の外国人入国数は福岡が圧倒的に

多いものの、外国人宿泊数はほぼ按分されてい
ることから、九州の訪日外国人は福岡をゲート
ウェイに長崎、熊本などの北部九州各県を周遊
していることが窺えます（図９）。
三県でも各自治体や観光連盟等が中心となり、

外国人旅行者の誘客に取り組んでいます（表３）。
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福岡

・中国国際クルーズ船来航誘致
・福岡市・釜山市広域共同観光客誘致事業
・ウエルカムカード（外国人旅行者割引）の配布
・北九州空港チャーター便誘致

長崎

・大型客船誘致促進プロジェクト
・地域限定通訳案内士制度の開始
・対馬釜山国際航路利用促進事業
・上海観光フェスティバル「長崎県花車」出展 他

熊本

・韓国ランド社オペレーター招待事業
・韓国ケーブルテレビで観光地紹介番組放送
・中国太極拳団体関係者招聘事業
・中国ゴルフ関係者招聘事業

表３ 三県各自治体の外国人旅行者誘客取組事例

（出所）各自治体ヒアリングをもとにふくおかフィナンシャルグループ作成

北九州空港へのチャーター便（韓国済州航空）

□九州観光イメージ作り
・海外向け九州観光ＰＲ用媒体・パンフレット・カーナビ用
マップコードの制作

□旅行商品の開発および販売促進
・韓国向け九州ブランド「ロハス九州」の商品化
・韓国からのゴルフ客誘致（国際観光展・観光説明会商談会
参加）
・修学旅行誘致促進 中国・台湾からの教育関係者招聘
・海外旅行会社、マスコミ関係者招聘
□集中的ＰＲ・情報提供
・九州観光説明・商談会の開催

図１０ 九州観光推進機構の取組例

（出所）九州観光推進機構

『ロハス九州』のロゴ

博多港に寄港中のクルーズ船

歓迎セレモニーの様子

「九州は一つ」を理念とした九州観光推進機構

九州が一体となり、魅力ある観光地づくりと
国内外からの誘客に取り組むため、０５年４月に
九州各県と民間企業が協力して「九州観光推進
機構」を設立しました。同機構では、訪日旅行
者の誘客として九州全体のプロモーションや商
品開発のための招聘事業・海外での商談会など、
東アジアを中心に海外から九州に旅行者を呼び
込む活動を行っています。
海外の商談会としては、過去韓国と台湾で各

４回、香港で２回開催し、九州の観光関連企業
が、バイヤーとなる現地の旅行会社数十社との
間で具体的な商談を行い誘客に繋がっています。
また、韓国の女性富裕層をターゲットに「ロ

ハス九州」という九州の上質な旅をブランド化
し、幅広く韓国のマスコミ・旅行会社向けにＰ
Ｒすることで、新たなマーケットの開拓を行っ
ています。
このような九州全体を一つとした広域的な活

動が、九州への外国人旅行者の誘客に大きく貢
献しています。

最大５．２万人の中国人がクルーズ船で来航予定

中国からの訪日旅行は「ゴールデンルート」
と言われる東京・大阪が主流ですが、九州では
購買意欲の非常に高い富裕層の利用が多いク
ルーズ船の誘致に積極的に取り組んでいます。
０６年、中国・済州（韓国）・長崎を周遊するイ
タリア企業運営のクルーズ船がヒットツアーと
なりました。その後も、福岡市には０８年の１年
間で計２２回最大３万人、０９年には計３４回最大５．２
万人の来航が予定されており、訪日中国人誘客
のチャンスが拡大しています。

産業調査
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銀聯マーク付きの中国銀行発行カード

（出所）ふくおかフィナンシャルグループ作成

図１１ 銀聯カードを導入している九州の主な宿泊施設・店舗

（百 貨 店）岩田屋・三越福岡店・大丸福岡天神店・長崎浜屋・大丸長崎店・
山形屋

（家電販売）ベスト電器福岡本店・ヨドバシカメラ・ビックカメラ
（ホ テ ル）ホテルニューオータニ博多・博多全日空ホテル
（そ の 他）キャナルシティ博多・マリノアシティ福岡

長崎浜んまち商店街・ハウステンボス・北九州空港免税店・
福岡空港免税店

福岡・博多の観光案内サイト「よかなび」Ｗｅｂ

誘客ツールとしての銀聯カード

ショッピングを目的とした訪日中国人の増加
で、日本国内では銀聯カード（中国版デビッド
カード）の加盟店は１万店を超える状況です。
銀聯カードは、中国を中心に香港・マカオなど
の金融機関１９０行以上が加盟しているブランド
で約１５億枚以上が発行され、中国においてはク
レジットカードよりも普及しています。

貨幣の持ち出し制限（中国元の場合２万元＝
約３０万円、外貨の場合５，０００米ドル相当額＝約
５５万円）があるため、多くの中国人旅行者は預
金残高内まで買物ができる銀聯カードを利用し
ています。日本の加盟店にとっても、精算は円
ベースで為替リスクがなく、中国人旅行者への
アピール効果が大きいなどのメリットがありま
す。
九州でも、銀聯カードを導入する百貨店、ホ

テル等が増えています。福岡市内ではクルーズ
船来航に伴い、岩田屋が０８年４月に銀聯カード
の取扱を開始しています。当社の０７年度の免税
取扱件数は前年比１７７％増加し、なかでも訪日
中国人客の増加は顕著で前年比２倍となってい
ます。
また、中国と深い繋がりのある長崎市の「長

崎浜んまち商店街」も、約３００の店舗で銀聯カー
ドを「Ｅｄｙ」「ｉＤ」とともに導入し訪日中
国人の誘客に取り組んでいます。

４．訪日外国人旅行者に対する誘客の方向性
現在、ウォン安傾向や中国四川省の地震など

外部環境で不安材料はあるものの、著しい経済
環境の変化や政治情勢の悪化がない限り今後も
アジアを中心に訪日外国人旅行者の増加が見込
まれます。
訪日外国人旅行者の増加は、幅広い業界の民

間事業者にも多くのビジネスチャンスに繋がる
ことが期待され、特に観光関連企業にとっては、
今後最も成長するマーケットと言えます。
誘客の戦略としては、各国の旅行会社向けプ

ロモーションによる旅行商品の流通経路参入と
ＦＩＴに対するＷｅｂを利用した情報発信が大
きな柱です。具体的取組としては、九州観光推
進機構や自治体が主催する海外商談会に参加し、
旅行会社にプレゼンテーションすることが有効
な手段の一つです。また、ＦＩＴに対しては、
外国語対応ＨＰの製作や外国人旅行者向けＷｅ
ｂサイトへの掲載は欠かせません。
一方で、訪日外国人旅行者の受入体制づくり

が成功のもう一つの鍵です。定期便の増加や外
国語標識の拡充などのインフラ整備以外にも、
観光業界を目指す人材育成や職員の語学研修な
ど官民そして地域が一体となってハード・ソフ
ト両面から充実させることが必要で、これはひ
とつの「まちづくり」にも繋がります。
また、九州では２０１１年の九州新幹線の全線開

通により、福岡から鹿児島までの高速ネット
ワークが完成し観光資源を幅広く共有できます。
地域がそれぞれの強みを活かしながらも、九州
を一つのブランドとして広域的に連携し取り組
むことは、外国人旅行者の誘客において最大限
の効果をもたらすと考えられます。

（和田・松野・島浦）
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九州経済圏における輸出の現状

はじめに

近年、東アジア経済の成長は目覚ましく、日

本との貿易量も飛躍的に増大しています。

さらに、中国のＷＴＯ加盟、日本と東アジア

諸国とのＦＴＡ交渉の進展などは、日本と東ア

ジアの貿易をより活発化させ、物流量にも大き

な影響をもたらすものと予想されており、特に、

九州地域は東アジアに近接した立地条件を有し

ているため、今後東アジアとの一層の交易拡大

が期待されています。

そこで、今回は、門司税関が発表した「九州

経済圏（九州七県と山口・沖縄県）貿易概況

（２００７年分）」を基に、同経済圏の輸出状況の

特徴を探っていきます。

１．全国における輸出の動向

アジア各国への依存度が高い日本の輸出

日本における２００７年の貿易額は、約１５７兆６７４

億円と過去最高を更新しており、輸出額は前年

比１１．５％増の８３兆９，３１４億円と、２年連続で同

２ケタの増加となっています。

地域別の輸出額の構成比をみると、アジア向

けが４８．１％と約半分を占め、次いで北米、西欧

の順となっており、アジア、北米、西欧の３地

域の合計で全体の８４．４％を占めています。

１９９８年のアジアへの輸出額を１００とした指数

の動きを見ると（図１）、０７年には２３０と、大幅

に上昇しており、対アジアの輸出が活発化して

いることがわかります。

また、国別輸出額では、アメリカが２０．１％を

占めていますが、上位１６カ国の中で唯一前年比

マイナスとなっています。２位から５位は中国、

韓国、台湾、香港と東アジアの国が占めており、

上位１６カ国のうち、アジア地域が８カ国を占め

ています。

このように、中国や韓国などを中心としたア

ジア圏の国々が、わが国における最大の輸出先

であることがわかります。

２．九州における輸出の動向

九州の対アジア輸出は全国水準を上回る

一方、九州経済圏における０７年貿易額は、輸

出額が８兆７５１億円、輸入額が７兆９，７３８億円と、

全国と同様、輸出入ともに過去最高を更新して

います。

地域別の輸出額の構成比を見ると、アジアの

シェアが５６．５％と最大であり、かつまた、９８年

のアジアへの輸出額を１００とした指数は０７年に

は２７５と、九州経済圏における対アジア輸出は、

伸び率、構成比ともに全国を上回っています（図

１）。

高い経済成長を続けている中国、韓国と九州

経済圏との貿易額は、対中国で前年比４４．３％増

の１兆５，６０７億円、対韓国で同１６．１％増の１兆

地域経済調査

図１ 九州経済圏における輸出額推移表（対地域別）
【１９９８年＝１００】

図２ 九州経済圏における県別輸出総額

（出所）下関税関 （出所）下関税関
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8.8％�
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２，１５３億円と、いずれも過去最高を記録してい

ます。

このように、九州経済圏におけるアジアとの

貿易は全国を上回るペースで増加しており、経

済の相互依存関係がより深化しているといえま

す。

輸出品目トップは自動車を中心とした「輸送用

機器」

また、九州経済圏における０７年の対世界輸出

品目の内訳をみると（表１）、最もシェアが高い

のは「輸送用機器」で全体の２８．２％を占めてお

り、さらにその大勢を「自動車」の輸出が占め

ています。次いで「電気機器」１９．９％、「原料

別製品」１６．９％、「化学製品」１３．６％、「一般機

械」１１．７％と続いていおり、「輸送用機器」、「電

気機器」、「一般機器」の３品目合計で、全体の

約６割を占めています。

一方、対アジア輸出品目では、「電気機器」

が２２．７％でトップのシェアとなっており、世界

向けでは最もシェアが高かった「輸送用機器」

は、アジア向けでは１１．３％の５位と、「電気機

器」のおよそ半分の水準となっています。

すなわち、九州経済圏の輸出は、対世界の輸

出額では、自動車を主体とする「輸送用機器」

が大きな割合を占めていますが、最大の輸出先

である対アジアでみると、「電気機器」や「化

学製品」などの割合が高く、多様な品目が輸出

されています。

３．九州各県における輸出の動向

０７年の九州経済圏における輸出額の県別構成

比をみると（図２）、最もシェアが高いのが福岡

県で全体の４９．６％を占めており、次いで山口県

２６．１％、大分県１６．４％、長崎県４．６％の順位と

なっています。そこで、この主要４県と工場立

地が好調な熊本県の輸出品目についてみてみま

す。

福岡県の輸出品構成

自動車と半導体が牽引役

福岡県の０７年の輸出品構成で最もシェアが高

いのは「半導体等電子部品」１６．９％を主要品目

とする「電気機器」２５．２％で、次に「輸送用機

器」２３．４％（「自動車」１９．４％、「船舶」１．６％等）

と続きます。従って、自動車と半導体等電子部

品が、福岡県の輸出を牽引しているといえます

（図３）。

山口県の輸出品構成

自動車及び関連部品が４割を占める

山口県の０７年の輸出品構成は「輸送用機器」

３７．７％のシェアが最も高く、その内訳は「自動

車」３７．５％、「自動車部品」２．９％などです。次

に高いのは「化学製品」２３．２％で、その内容は

石油・石炭関連製品など「有機化合物」１３．８％

が主品目となっています。山口県で最も輸出さ

れている品目は「自動車及び関連部品」となっ

ています（図４）。

表１ 九州経済圏における品目別輸出額
（単位：百万円）

対世界への輸出額 対アジアへの輸出額

品 名 価 額 構成比 品 名 価 額 構成比

１ 輸送用機器 ２，２７６，１７３ ２８．２％ 電気機器 １，０３５，０４０ ２２．７％

２ 電気機器 １，６０９，０８０ １９．９％ 化学製品 ８８５，６４１ １９．４％

３
原料別製品 １，３６１，４８４ １６．９％ 原料別製品 ８８０，９０３ １９．３％

うち鉄鋼 ６５６，６４４ ８．１％ うち鉄鋼 ５１８，２５５ １１．４％

４ 化学製品 １，０９４，５１７ １３．６％ 一般機械 ６１８，９４０ １３．６％

５ 一般機械 ９４２，５９２ １１．７％ 輸送用機器 ５１５，４８２ １１．３％

６ その他 ４７１，６７１ ５．８％ その他 ４０７，３６９ ８．９％

７ 鉱物性燃料 １３５，１５８ １．７％ 原料品 １０７，２０７ ２．３％

８ 原料品 １３１，８３６ １．６％ 鉱物性燃料 ７３，７７２ １．６％

９ 食料品 ５２，６４０ ０．７％ 食料品 ３８，２５７ ０．８％

総額 ８，０７５，１５３ １００．０％ 総額 ４，５６２，６１０ １００．０％
（出所）下関税関

図３ 福岡県の輸出品内訳

（出所）下関税関
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鉱物性燃料��
3.3％�

その他��
2.0％�

電気機器��
37.7％�

輸送用機器��
67.5％�

原料別製品��
1.9％�

一般機械��
17.7％�

化学製品��
4.5％�

原料品��
0.4％�

輸出総額��
3,681億円��
（2007年）�

食料品��
0.3％�

鉱物性燃料��
0.9％�

その他��
0.3％�

電気機器��
6.6％�

原料別製品��
7.3％�

一般機械��
39.1％�

化学製品��
8.6％�

輸出総額�
288億円�
（2007年）�

その他��
0.5％�

原料品��
12.4％�

食料品��
2.3％�

輸送用機器��
6.7％�

鉱物性燃料��
0.2％�

電気機器��
22.9％�

大分県の輸出品構成

電機メーカーの工場立地により電気機器の輸出

がトップ

大分県における０７年の輸出品目構成をみると、

シェアが最も高いのは「電気機器」３７．７％であ

り、以下、「原料別製品」２２．８％、「一般機械」

１２．８％と続いています。「電気機器」を詳細に

見ると、「映像機器」が９割強を占めており、

キャノンの工場立地などにより、「電気機器」

の生産および輸出が大幅に増加しているものと

考えられます（図５）。

長崎県の輸出品構成

機器・機械関連の輸出が全体の９割を占める

長崎県における０７年の輸出品目構成をみると、

シェアが最も高いのは「輸送用機器」６７．５％で、

以下、「一般機械」１７．７％、「電気機器」６．６％

と、この３品目で全体の約９割を占めています。

「輸送用機器」の中で

も大勢を占めるのがタ

ンカーや貨物船などの

「船舶」であり、長崎

県の輸出は、三菱重工

業や佐世保重工業を中

心とした造船業の輸出

が中心であることが窺

えます（図６）。

熊本県の輸出品構成

機器・機械関連の輸出

が全体の９割を占める

熊本県における０７年

の輸出品目構成をみる

と、シェアが最も高い

のは「一般機器」３９．１％、

次いで、「電気機器」

２２．９％となっています。

熊本県には、ホンダの

工場等が立地しており、

「原動機」を始め、自

動車関連部品等の輸出

割合が高くなっていま

す。また、デジタル家電向けや自動車関連向け

ＩＣ等の旺盛な需要を背景に、電気機器の輸出

シェアも拡大しています（図７）。

３．九州地域における貿易の今後の課題

「輸出産業の振興・育成」が、今後の課題

これまでみたように、九州経済圏における輸

出は年々増加傾向にあり、かつアジア諸国への

輸出額の伸びは全国を上回って推移しているも

のの、各県の主要輸出品目は、地域の産業構造

に即してそれぞれに違いが見られました。

しかし、九州のリーディング産業である電

子・通信機器など、輸出より輸入の伸びが高い

と予測されている品目も多いため、アジアの

国々との産業連携及び輸出産業の振興・育成を

図っていくことが、九州地域における貿易の今

後の課題であると考えます。 （横尾 直樹）

地域経済調査

図４ 山口県の輸出品内訳 図５ 大分県の輸出品内訳

（出所）下関税関 （出所）下関税関

図６ 長崎県の輸出品内訳 図７ 熊本県の輸出品内訳

（出所）下関税関 （出所）下関税関
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長崎県内企業の設備投資の動向 ～～２２００００８８年年度度はは前前年年度度比比減減少少見見込込みみ～～

企業動向調査アンケートの付属調査として設備投資についてのアンケート調査を実施しました。

その調査結果は以下の通りです。

�設備投資の実施（予定）状況
「設備投資」は、２００７年度以降減少傾向、かつ

製造・非製造業間で投資状況に格差

設備投資の実施（予定）状況をみると（表１）、

２００７年度（実績）は、「実施」が全産業で４２．９％

と半数を割り込んでいます。製造業と非製造業

とに分けてみると、「実施」の割合は、製造業

は０７年度以降５７．０％→４６．０％→４２．５％、非製造

業は同３６．３％→２９．６％→２４．３％と、両業種とも

に減少傾向となっています。０８年度以降も、製

造業・非製造業ともに「実施」の割合が半数を

割り込んでいますが、各年度とも設備投資の「実

施」の割合は製造業が非製造業を２０％近く上

回っており、両業種間の設備投資実施状況には

格差がみられます。

企業規模が大きい程、設備投資の実施割合は高い

設備投資実施（予定）状況を企業の資本金別に

みると（表２）、資本金「１億円以上」の企業の

「実施」割合は、０７年度以降７８．３％→７０．２％→

６４．４％と、高水準ながらも減少する見込みです。

また、資本金「５，０００万円以上１億円未満」の

企業では、「実施」割合は同４５．８％→５０．０％→

４５．２％と、およそ半数の企業で設備投資を実施

する見込みとなっています。一方、資本金「５，０００

万円未満」の企業では、「未実施」が「実施」

を大きく上回っており、企業規模が大きい程、

設備投資の実施割合が高い傾向にあります。

�設備投資資金の調達方法
自己資金による調達方法がトップ

設備投資資金の資金調達方法をみると（表３）、

０８年度（見込み）は、「自己資金」が６５．６％と最

も多く、次いで、「借入金（民間金融機関）」３８．２％、

「借入金（政府系金融機関）」１４．５％、「リース」

１４．５％の順になっており、０７年～０９年の推移を

みても、この順位に大きな変化はありません。

製造業と非製造業とに分けてみると、「自己資

金」での調達は非製造業が製造業を上回り、「借

入金（民間金融機関）」での調達は製造業が非製

造業を上回っています。

表３ 設備投資資金の調達方法
全産業 製造業 非製造業

０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画） ０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画） ０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画）
Ｎ＝１５４ Ｎ＝１３１ Ｎ＝１０３ Ｎ＝６４ Ｎ＝５３ Ｎ＝４４ Ｎ＝９０ Ｎ＝７８ Ｎ＝５９

自己資金 ６７．５％ ６５．６％ ６６．０％ ６５．６％ ６２．３％ ６１．４％ ６８．９％ ６７．９％ ６９．５％
借入金（民間金融機関） ３１．８％ ３８．２％ ３３．０％ ３５．９％ ３９．６％ ４０．９％ ２８．９％ ３７．２％ ２７．１％
借入金（政府系金融機関） １５．６％ １４．５％ １５．５％ １４．１％ １８．９％ １８．２％ １６．７％ １１．５％ １３．６％

リース １５．６％ １４．５％ １４．６％ １５．６％ １１．３％ １５．９％ １５．６％ １６．７％ １３．６％
国・県等からの助成金 ５．８％ ４．６％ ２．９％ ３．１％ １．９％ ０．０％ ７．８％ ６．４％ ５．１％
借入金（その他の機関） ３．９％ ４．６％ ６．８％ ３．１％ ３．８％ ２．３％ ４．４％ ５．１％ １０．２％

増資 １．９％ ０．８％ ２．９％ ３．１％ ０．０％ ２．３％ １．１％ １．３％ ３．４％
その他 １．９％ ２．３％ １．９％ １．６％ １．９％ ２．３％ ２．２％ ２．６％ １．７％

表２ 資本金別の設備投資実施（予定）状況
０７年度設備投資（実績） ０８年度設備投資（見込み） ０９年度設備投資（計画）
実施 未実施 実施 未実施 実施 未実施
Ｎ＝１５３ Ｎ＝２０５ Ｎ＝１２３ Ｎ＝２２９ Ｎ＝１００ Ｎ＝２３１

資
本
金

１００万円以上～
５００万円未満 １６．７％ ８３．３％ １５．４％ ８４．６％ ８．３％ ９１．７％

５００万円以上～
１，０００万円未満 ４６．７％ ５３．３％ ２０．０％ ８０．０％ ２１．４％ ７８．６％

１，０００万円以上～
５，０００万円未満 ３６．３％ ６３．７％ ２６．６％ ７３．４％ ２２．０％ ７８．０％

５，０００万円以上～
１億円未満 ４５．８％ ５４．２％ ５０．０％ ５０．０％ ４５．２％ ５４．８％

１億円以上 ７８．３％ ２１．７％ ７０．２％ ２９．８％ ６４．４％ ３５．６％

表１ 設備投資の実施（予定）状況
０７年度実績 ０８年度見込み ０９年度計画

全産業
実施 １５４ １２３ １００

４２．９％ ３４．８％ ３０．１％

未実施 ２０５ ２３０ ２３２
５７．１％ ６５．２％ ６９．９％

製造業
実施 ６５ ５２ ４５

５７．０％ ４６．０％ ４２．５％

未実施 ４９ ６１ ６１
４３．０％ ５４．０％ ５７．５％

非製造業
実施 ８９ ７１ ５５

３６．３％ ２９．６％ ２４．３％

未実施 １５６ １６９ １７１
６３．７％ ７０．４％ ７５．７％
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�設備投資の目的
「設備更新」が最大の投資目的

０７年度の設備投資の目的をみると（表４）、全

産業ベースの１位が「設備更新」７４．０％で、０８

年度以降も６９．４％（１位）→８３．５％（１位）と、最

大の投資目的となっています。２位の「能力増

強」２１．３％は、０８年度には２８．９％まで上昇する

見込みです。また、「合理化・省力化」も、「能

力増強」と同率同順位ですが、０８年度以降１４．９％

（４位）→１０．３％（４位）と、０７年度と比べて低下

傾向にあります。「情報機器の導入」は、０７年

度 以 降１６．７％（４位）→１５．７％（３位）→１１．３％

（３位）と、その割合は低下傾向にあり、情報機

器の導入は一巡しつつあるものと思われます。

製造業：「能力増強」目的の設備投資増加

製造業の設備投資の目的をみると、０７年度３

位の「能力増強（２８．８％）」が、０８年度は２位

（４４．２％）となっています。これは、輸送用機械

など機械関連産業において、豊富な受注残高を

確保しつつ、更に高まる需要に対応するために

生産能力の向上を図っているものと思われます。

また、０７年度２位の「合理化・省力化」を目的

とした設備投資は、０７年度以降３１．８％（２位）→

２５．０％（３位）→１５．９％（３位）と、先行き半減す

る見込みです。

非製造業：「新規事業」への動き徐々に強まる

非製造業の設備投資の目的をみると、０７年度

２位の「情報機器の導入」が、０７年度以降１６．７％

（２位）→１３．０％（４位）→１１．３％（３位）と、徐々

に減少しています。また、０７年度５位だった「合

理化・省力化」は、０８年度以降、ランク外の６

位→７位となる一方で、０７年度ではランク外の

６位だった「新規事業」が、０８年度以降１３．０％

（４位）→９．４％（５位）と上位にランキングして

います。特に、建設業、卸売業、小売業などで、

「新規事業」を目的とする設備投資の割合が高

くなっています。

�設備投資金額
投資額５億円以上の大型投資が増加

全産業ベースの設備投資金額の状況をみると

（表５）、０７～０９年度ともに「１億円未満」の設

備投資が全体の約７割を占めており、長崎県内

企業では「１億円未満」の設備投資規模が中心

であることが分かります。一方、「５億円以上」

の設備投資については、０７年度以降４．９％→

８．８％→７．１％と、僅かながら上昇しており、特

に、非製造業では「５億円以上」の投資割合が

０８年度で９．８％に上昇しています。

（横尾 直樹）

地域経済調査

表５ 設備投資金額の状況
全産業 製造業 非製造業

０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画） ０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画） ０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画）
Ｎ＝１４４ Ｎ＝１１３ Ｎ＝８４ Ｎ＝６４ Ｎ＝５２ Ｎ＝４２ Ｎ＝８０ Ｎ＝６１ Ｎ＝４２

１億円未満 ７２．２％ ６９．９％ ７０．２％ ７１．９％ ７３．１％ ７３．８％ ７２．５％ ６７．２％ ６６．７％
１億円以上～２億円未満 １１．８％ １３．３％ １４．３％ １０．９％ １５．４％ １４．３％ １２．５％ １１．５％ １４．３％
２億円以上～３億円未満 ４．９％ ３．５％ ２．４％ ６．３％ １．９％ ０．０％ ３．８％ ４．９％ ４．８％
３億円以上～４億円未満 ２．１％ １．８％ ３．６％ １．６％ ０．０％ ４．８％ ２．５％ ３．３％ ２．４％
４億円以上～５億円未満 ４．２％ ２．７％ ２．４％ ６．３％ １．９％ ０．０％ ２．５％ ３．３％ ４．８％
５億円以上 ４．９％ ８．８％ ７．１％ ３．１％ ７．７％ ７．１％ ６．３％ ９．８％ ７．１％

表４ 設備投資の目的（上位５項目）
全産業 製造業 非製造業

０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画） ０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画） ０７年度（実績） ０８年度（見込み） ０９年度（計画）
Ｎ＝１５０ Ｎ＝１２１ Ｎ＝９７ Ｎ＝６６ Ｎ＝５２ Ｎ＝４４ Ｎ＝８４ Ｎ＝６９ Ｎ＝５３

１位
設備の更新 設備の更新 設備の更新 設備の更新 設備の更新 設備の更新 設備の更新 設備の更新 設備の更新
７４．０％ ６９．４％ ８３．５％ ７２．７％ ６３．５％ ８６．４％ ７５．０％ ７３．９％ ８１．１％

２位 能力増強、
合理化・省力化

能力増強 能力増強 合理化・省力化 能力増強 能力増強
情報機器の導入、
その他

その他 能力増強
２８．９％ １９．６％ ３１．８％ ４４．２％ ２７．３％ １８．８％ １３．２％

３位
情報機器の導入 情報機器の導入 能力増強 合理化・省力化 合理化・省力化 能力増強

情報機器の導入、
その他２１．３％ １５．７％ １１．３％ ２８．８％ ２５．０％ １５．９％ １６．７％ １７．４％

４位
情報機器の導入 合理化・省力化

新規事業、
合理化・省力化

情報機器の導入 情報機器の導入
情報機器の導入、
新規事業

能力増強
情報機器の導入、
新規事業１６．７％ １４．９％ １６．７％ １９．２％ １５．５％ １１．３％

５位
その他 その他 新規事業 新規事業 合理化・省力化 新規事業
１３．３％ １３．２％ １０．３％ １０．６％ １１．５％ １１．４％ １３．１％ １３．０％ ９．４％
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福岡エリアにおけるＩＣカード乗車券導入の動向

図１ ＩＣカード乗車券利用エリア

（資料提供）東日本旅客鉄道�

５月１８日、西日本鉄道が「ｎｉｍｏｃａ」を発売し、福岡エリアにおけるＩＣカード乗車券の利用

が本格的に始まりました。２００９年春には、九州旅客鉄道（ＪＲ九州）と福岡市地下鉄のサービスイ

ンが予定されており、１０年春には地元３サービスとＪＲ東日本の「Ｓｕｉｃａ」との相互利用開始

も計画されています。福岡エリアでの公共交通機関の利便性はどう高まっていくのか。総投資額

１５０億円ともいわれる地元３事業者のＩＣカード乗車券の概要と方向性についてまとめてみました。

１．ＩＣカード乗車券とは

ＩＣカード乗車券とは、ＩＣチップ（集積回

路）を組み込んだプリペイド（またはポストペ

イ）カード乗車券で、鉄道やバスなどの公共交

通機関の運賃支払などに利用されています。予

めカードに入金（チャージ）された金額の範囲内

で、乗車する際に自動改札機にかざすだけ（非

接触型）で、乗車駅をカードに書き込み、降車

する際に該当運賃をカード残高から自動的に引

き落とすシステムです。

ＩＣカード乗車券は、１９９２年にフィンランド

のバス会社が世界で初めて導入したもので、世

界中で導入が進んでいます。国内では、０１年に

ＪＲ東日本が導入した「Ｓｕｉｃａ」を始めとし、

全国各地に広がりつつあります。近年では、モ

バイル（携帯電話）への機能搭載や、クレジット

カードとの提携、各地域での異種カードの相互

利用開始など、利便性が高まりつつあります。

２．今までとの違い

従来、福岡エリアのプリペイドカード乗車券

は「西鉄バスカード」「ｆカード」「よかネット

カード」などの磁気カード乗車券のみでした。

これらの磁気カードは、購入時に一定金額のプ

レミアを載せて販売されていましたが、ＩＣ

カード乗車券ではプレミアは無くなり、利用頻

度に応じた「ポイント」が購入後に付与されて

いく仕組みに変わります。そして、貯まったポ

イントをカードにチャージすることができ、バ

スや電車の乗車のみならず、電子マネーとして

加盟店でのショッピングでも利用することがで

きます。

また、氏名や生年月日、電話番号などを予め

登録できる「記名式カード」が発行でき、紛失

や盗難時には届出を行えば利用停止・再発行の

手続きをとることができます。

定期券利用者は、定期券乗車区間外から乗車

する場合、従来のように事前にキップを買う必

要は無く、改札機でカードをタッチすれば乗車

できます。同様に、区間外で降車した場合も精

算機に並ぶ必要はなく、改札機で自動的に区間

最安料金を計算しチャージ金額から精算します。

トピックス
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トピックス

ｎｉｍｏｃａ ＳＵＧＯＣＡ はやかけん

カードデザイン

（案）

サービスコンセプト、
ネーミングの由来

バスにも、電車にも、お買い物に
も、いろいろ使えるカード「ｎｉ
ｃｅｍｏｎｅｙｃａｒｄ」の略で、利便
性の高い地域通貨を目指す

「ＳｍａｒｔＵｒｂａｎＧＯｉｎｇＣＡｒ
ｄ」の略称であり、ＩＣカードの
機能的メリットや新サービス開始
へのインパクトを、九州地方で使
われる方言で表現

地下鉄や交通機関での利用時はも
とより、電子マネー機能を利用し
てのお買い物の際にもタッチ一つ
で簡単に利用できる点を博多弁で
表現
「は」＝速くて
「や」＝優しくて（環境や人に）
「か」＝快適な
「けん」＝券（カード）

サービスイン ２００８年５月１８日 ２００９年春（予定） ２００９年春（予定）

導入エリア

※ＳＵＧＯＣＡ、はやかけ
んは現時点の予定

〔鉄道〕
天神大牟田線全線４８駅（西鉄福岡
～大牟田間）
太宰府線全線２駅（西鉄五条～太
宰府間）
甘木線全線１１駅（五郎丸～甘木間）
〔バス〕
都市圏の一部路線（那珂川営業所
管轄）１５２台
福岡市近郊１１営業所５７０台（７月～
９月）
２００８年度中に１，５００台導入

鹿児島本線５８駅（門司港～荒尾間）
香椎線全線１４駅（西戸崎～宇美間）
篠栗線９駅（柚須～筑前大分間）
日豊本線１７駅（南小倉～中津間）
筑豊本線２０駅（若松～桂川間）
長崎本線６駅（肥前麓～佐賀間）

空港線全線１３駅（福岡空港～姪浜
間）
箱崎線全線７駅（中洲川端～貝塚
間）
七隈線全線１６駅（天神南～橋本間）

〔バス〕
福岡県内全路線３，０００台導入完了

筑肥線１９駅（姪浜～唐津間）
唐津線１駅（西唐津）

〔鉄道〕
貝塚線全線１０駅（貝塚～西鉄新宮間）

カードの種類 ・ｎｉｍｏｃａ（無記名カード、定
期券・小児用は記名式）

・スターｎｉｍｏｃａ（記名式カード）
・クレジットｎｉｍｏｃａ（クレ
ジット機能付、記名式カード）

※それぞれに定期券を搭載できる

一般カード、定期券 一般カード、定期券

価格
２，０００円（利用可能額１，５００円＋デ
ポジット５００円）、クレジットｎｉ
ｍｏｃａは０円発行

未定（デポジットが必要） 未定（デポジット５００円が必要）

購入・チャージ場所 一
般
カ
ー
ド

西鉄電車各駅、西鉄バス車内、西
鉄ストアなど

ＪＲ線主な駅の券売機、みどりの
窓口

地下鉄線各駅の券売機

定
期
券

定期券発売所１５箇所、駅の多機能
券売機（※バスは２００９年度中に発
売開始）
＜定期券発売所＞
天神、平尾、高宮、大橋、井尻、
雑餉隈、春日原、下大利、二日市、
朝倉街道、小郡、久留米、柳川、
大牟田、交通センター

ＪＲ線主な駅の窓口 定期券発売所６箇所、自動定期券
発売機５箇所
＜定期券発売所＞
貝塚、姪浜、西新、天神、博多、
別府
＜自動定期券発売機設置駅＞
天神南、薬院、福大前、野芥、橋本

ショッピング利用可能先
（相互利用開始前）

５２５店舗（端末１，１００台）と提携済み
（岩田屋、三越、大丸、ローソン、
フタタ、大賀薬局など）

駅内の売店、自動販売機ほか駅ビ
ル内の店舗などを予定。その他、
駅外の店舗とも提携する方針。

地下鉄駅売店、同構内コインロッ
カーなどを予定

ポイント制 ・電車、バス利用、加盟店での買
い物（現金含む）でポイント加算
・ポイントはすべてカードに
チャージできる

・使えば使うほどポイント付与率
がアップ

未定 ・地下鉄の利用度に応じてポイン
トを付与
・毎月の利用実績は翌月券売機で
表示され、カードにチャージで
きる

その他の機能 ・クレジットｎｉｍｏｃａにはオ
プションでオートチャージ機能
あり（残高が減った場合に、自
動的にチャージされる）

・定期券の自動精算機能

・定期券の自動精算機能 ・障害者割引用ＩＣカード導入予
定
・定期券の自動精算機能

２００８年度 ２００９年春 ２００９年春

２００９年度 ２０１０年春

２０１０年春

（出所）三事業者資料をもとにふくおかフィナンシャルグループ作成
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相互利用可能�

東京�

福岡�

大
処
分
セ
ー
ル�

大
処
分
セ
ー
ル�

そのほか、カード購入時には「デポジット」

と呼ばれる預かり金を利用料金とは別に支払う

必要があります。これはＩＣカード乗車券の「繰

り返し利用できる」メリットを維持するため、

使い捨て防止の観点から事業者が預かるもので

カード解約時には返却されます。

３．相互利用開始について

この３種のカードにＪＲ東日本のＳｕｉｃａを

加えた四つのサービスは１０年春を目処に相互利

用がスタートする予定です。ｎｉｍｏｃａ、ＳＵ

ＧＯＣＡ、はやかけん、Ｓｕｉｃａいずれのカー

ドを購入しても、西鉄、ＪＲ九州、地下鉄、Ｊ

Ｒ東日本、それぞれの対象エリアの交通機関に

乗車ができます。

福岡から東京に飛行機で出張する場合、地元

３カードで地下鉄に乗り福岡空港まで行き、羽

田空港では同じカードでモノレールやＪＲ山手

線に乗れるわけです。逆に、東京からの出張族

は、地下鉄福岡空港駅の券売機の前で行列を作

らなくて済むようになります。

また、４事業者の加盟店全てでカードによる

買い物ができるようになり、ショッピング機能

は一気に利用範囲が広がります。４事業者の

カードでそれぞれ貯まったポイントも、カード

にチャージすることによって、電子マネーとし

て相互の加盟店で利用することができます。

先行するＳｕｉｃａの加盟店はおよそ３０，０００店

ありますので、東京と福岡での買い物は非常に

便利になると思われます。

３事業者とも、当面、携帯電話への搭載は計

画にありませんが、Ｓｕｉｃａとの連携によりモ

バイルＳｕｉｃａを通した利用も考えられます。

４．相互利用サービスの狙いと将来性

ＩＣカード乗車券を導入し相互利用サービス

を開始する地元３事業者のコンセプトは、一言

で言うと「シームレスな公共交通機関網」「利

便性の高い決済手段」です。

これまでの�キップを買うために早めに駅に
行き�券売機の前に並んで�行き先・料金を確
認して�小銭を用意してキップを買うといった
一連の動作が一度で終わります。「簡単に乗れ

て、乗り継ぎによる精算手続きも不要」。これ

が一番の「売り」です。

そして、エリア人口５００万人といわれる、首

都圏、関西圏に次ぐ規模の福岡において、事業

者ごとの枠を敢えて取り払いオープンにするこ

とにより、公共交通機関の利便性を向上させ、

全体の利用増加を狙っています。その先には、

交通機関を利用した人の動きの活性化と、電子

マネーの利用拡大による地域経済の底上げに対

する期待があります。

福岡エリアでの成功により、九州他地域への

拡大や、鉄道やバス以外の交通機関（タクシー、

飛行機など）との相互利用、国外での利用開始

など、更なるバージョンアップを期待したいと

思います。

（前島 顕吾）

図２ 相互利用イメージ図
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ゼオライトさんは、私た
ちにとって大切な水創りを
通して、社会に貢献されて
いる企業です。

ひ と

「良い水創り、人財づく
り」という確固たる経営理
念のもと、技術の向上を図
り、お客様のお役に立つこ

ひ と

と、そのための人財づくり
に、全力で取り組んでおら
れます。

h e a r i n g . 0 1

私の「経営理念」
みずつく ひ

私の経営理念は「良い水創り、人
と

財づくり」です。人間の体は６０％が
水でできています。水の汚染は様々な
病気の原因になります。当社は未来に
向かってより優れた技術に挑戦し、よ
り良い水創りを目指します。
当社の事業である逆浸透膜を活用し
た井戸水や海水の浄化事業は「人間が

ひ と

やる仕事」ですので、人財が良くない
といけません。良い水創りのため、人
間性豊かで、まじめ、素直なスタッフ
の育成に最も注力しております。

ひ と

そして、育てた人財一人一人が、お
客様に常に必要とされ、その関係を５０

年、１００年と末永く継続することがで
きる企業、これが当社の追い求める理
想像です。
日本は世界に誇る上水道普及率

（９７％）を実現し、水は生命、生育、
生活、生産すべてを支えているといっ
ても過言ではありません。その水も、
今や、限られた資源になろうとしてい
ます。「水は水道から」「汚れた水は捨
てる」といった常識をもう一度考え直
す必要があるのではないでしょうか。
人類共有の貴重な資産である「水」
の自給、再利用を通じて、今後とも、
環境に優しく、安全で低コスト、そし
て美味しい水創りに取り組んでまいり
ます。

当社の「セールスポイント」

当社のコアコンピタンスは「逆浸透
膜処理システム」を活用した水処理プ
ラントの施設事業で、地下水利用、排
水再利用を通じて、企業の経費節減・
省エネ対策に貢献しています。
「逆浸透膜」とは１９６０年に米国で実
用化されたろ過膜の一種で、水は通す
が、イオンや塩分など水以外の不純物
は透過しない性質を持っています。
創業以来３８年、この膜を活用した
最先端の水処理技術開発に取り組み、
これまでに、病院、健康センター、ク
リーニング工場、営業用プール、ショッ
ピングセンター、ホテル、スーパー、

食品工場など約７００件の水処理プラン
ト工事を行ってまいりました。
当社の技術では、不純物や塩分除去
による井戸水の飲料用水化、浴場水の
排水回収・再利用、海水淡水化などに
よって、上下水道のコストダウンを図
りながら、安全で良質な水を創ること
が可能です。
また、万全なメンテナンス体制によ
り、クライアント様に安心して末永く
プラントをお使いいただけます。
今後は、初期投資不要のプラントレ
ンタルシステムの販売強化に注力し、
全国展開に向けた基盤づくりを行って
まいります。

事｜業｜概｜要

会 社 名／ゼオライト 株式会社
所 在 地／福岡市博多区那珂５‐１‐１１
事業内容／水処理プラント設計・施工・メンテナンス、

ミネラルウォーター（わかみず）宅配
設 立／１９７０年
資 本 金／９，０００万円

従業員数／７０人
年 商／１８億円
Ｔ Ｅ Ｌ／０９２‐４４１‐０７９３
Ｆ Ａ Ｘ／０９２‐４４１‐０７９６
Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.zeolite.co.jp/

代表取締役会長

河村 恭輔氏

ゼオライト 株式会社

推薦者コメント�

光安 福岡銀行
博多南支店長コメント

水処理プラント
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錦戸社長は当地天草を誰
よりも愛し、お取引先との
接点を常に大切にされてき
ました。その想いが地元の
信頼を得て企業としての成
長に繋がっているのだと思
います。
今後も地元『天草宝島』
と共に発展・貢献されるこ
とを祈念致します。

私の「経営理念」

私の経営理念は「地域密着」「顧客
価値づくり」「社員の成長と満足」で
す。
当社を始め６社からなる私ども錦戸
企業グループは、天草の地場企業とし
て、地元のお客様に育てられ、仕事を
通じて地域に貢献してきました。何よ
りもまず、地元のお客様に密着して、
ご要望にお応えできる企業グループで
ありたいと願っています。
コンクリート二次製品製造、石油製
品販売、ホテル経営など、グループ内
の異業種が有機的に結合し総合力をつ
けることにより、課題や解決策を見つ

けやすくなります。そして、常に新分
野や新商品に対しチャレンジし、顧客
にとって価値ある商品・サービスを提
供することが私たちの使命であると考
えております。
そのためには、当グループを支える
社員一人一人のスキルアップが重要で
す。資格や免許取得への助成、中小企
業大学校への派遣や、社内研修会の実
施等を通じ、人財育成に注力し、彼ら
が地元に残って良かったと思える職場
環境を目指しています。
今後とも、グループの総力を挙げ、
地域に於いて、社会と共存共栄できる
「心うるおうステージづくり」に取り
組み続けて参りたいと思います。

当社の「セールスポイント」

当社のセールスポイントは品揃えの
多さです。コンクリート二次製品分野
では２千数百種類に及ぶ品種に対応で
き、多種多様な現場に最もフィットす
る製品を提案することが可能です。
最近では、環境に優しい土木工事が
注目されていることもあり、当社の品
揃えに注目され、オーダーメードの注
文や問い合わせも増えてきました。
また、グループ企業の中では天草を
代表するリゾートホテル「ホテルアレ
グリアガーデンズ天草」に力を入れて
います。お客様がリゾートに求めるも
のは「非日常」です。４年前に経営を

引き受けた後、天草の歴史を活かし「南
蛮文化」「キリシタン文化」の香り漂
う大改装を行いました。また、岬の高
台にあるユニークなロケーションや、
芝生が延々と続きそのまま海に続いて
いる「インフィニティ・エッジ（無限
の果て）」を思わせるような景観は、
お客様から大変ご好評をいただいてお
ります。
料理は地元の食材を使った「手作
り」で、天草らしい人情味のある誠実
なおもてなしを心がけております。
今後とも「アレグリアに泊まって、
天草を観光したい」と言っていただけ
るようなホテルを目指してまいります。

h e a r i n g . 0 2

事｜業｜概｜要

会 社 名／三和コンクリート工業 株式会社
（錦戸企業グループ）

所 在 地／熊本県天草市港町１６－１３
事業内容／コンクリート製品製造、石油製品販売、

プロパンガス販売、ホテル経営
設 立／１９５８年

資 本 金／１３，８００万円（グループ）
従業員数／４５５人（グループ）
年 商／９２億円（グループ）
Ｔ Ｅ Ｌ／０９６９‐２２‐５１２４
Ｆ Ａ Ｘ／０９６９‐２３‐７５９４
Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.sanwa-con.co.jp/

代表取締役

錦戸 保介氏

三和コンクリート工業 株式会社

推薦者コメント�

松藤 熊本ファミリー銀行
天草支店長コメント

ホテルアレグリアガーデンズ天草
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木の温もりと肌触り、薫
り、表情を生かした本物の
家づくりを約束する濱松社
長の原点は、ナチュラル
パーク「風の森」にありま
す。
自然素材を生かし、健康
にもこだわった家づくりに
は濱松社長のお客様に対す
る熱い想いと家庭の温もり
が多く詰まっています。

h e a r i n g . 0 3

私の「経営理念」

私の経営理念は、お客様に感動を与
える仕事に徹する中で、会社の繁栄及
び社員の幸せを実現することです。
私は、「感動」とは、物事に深い感
銘を受けて強く心を動かされることで
あり、人の心を動かすには心を込めて
相手と接することが大切であると考え
ています。
そのため、人と人との和を考えた行
動と言動を常に意識した社員教育に注
力しており、中でも「挨拶」は、人に
とって一番簡単かつ身近な動作であり
ながら、疎かにすると相手に不信感を
いだ

懐かせてしまうため、教育の中で最も

重要視しています。
この点については、指導面のみに止
まらず、自ずと口から挨拶が出るゆと
りある社員の心を醸成するために、私
どもの会社自体を森の中に移し、周囲
の自然から心が癒される職場環境づく
りにも努めています。
このように、感動を与える業務に努
め、お客様にご満足頂くことで、結果
として会社が繁栄し、ひいては社員の
生活が安定するなど、物心両面の社員
の幸せに繋がると考えます。
今後も、明るく楽しく、そして活気
のある職場環境の中、全社員一丸と
なって、お客様の心に響く業務に努め
ていく所存です。

当社の「セールスポイント」

当社では、お客様それぞれのライフ
スタイル、家族の形にまで入り込み、
「家と庭」、「健康」にこだわった木造
りの家を提供しています。
当社は、豊かな自然とカフェやリラ
クゼーション施設等の癒しと和みの空
間とが一体となったナチュラルパーク
『風の森』にあるため、お客様は、落
ち着いた雰囲気の中で家造りのイメー
ジを膨らますことができます。
そうした環境下で、家造りのプロ集
団が、家族の成長と共に樹木が育つ家
や四季折々の表情を目で楽しめる庭な
ど、家と庭の設計から施工までトータ

ルにコーディネートした温かい家造り
を提案しています。
また、グループ木材店を利用するこ
とで、コストを抑えつつも良質な自然
素材を提供できる他、住まいに合わせ
た家具も製作できます。さらに、有害
物質の分解や調湿、断熱、防カビ等の
効力を併せ持つ塗り壁材を使用するな
ど、人と環境に優しい、自然素材を使っ
た健康住宅を提供しています。
お蔭様で、長崎県木造住宅コンクー
ルでは最優秀賞を始めとする高い評価
を頂いており、今後も培った信頼と実
績の下、賑やかな会話が飛び交う心温
まる家と庭、即ち家庭づくりをサポー
トしてまいります。

事｜業｜概｜要

会 社 名／株式会社 浜松建設

所 在 地／長崎県諫早市森山町唐比北３４１番地１

事業内容／一般建築

設 立／１９９３年

資 本 金／１，０００万円

従業員数／２８名

年 商／１０億円

Ｔ Ｅ Ｌ／０９５７‐３６‐２２０３

Ｆ Ａ Ｘ／０９５７‐３６‐１７２８

Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.hamamatsu-kensetsu.co.jp/

代表取締役

�松 和夫氏

株式会社 浜松建設

推薦者コメント�
く じゅう ろ

久住呂 親和銀行
あ づま

吾妻支店長コメント

最優秀賞Ｆ様邸
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珠江デルタ、長江デルタに続くか？
中国第３の大型開発「大連長興島臨港工業区」REPORT

中国東北部の渤海湾に、中国で５番目に大き

な面積を持つ長興島という島があります（第１

位：台湾島、次いで海南島、舟山島、崇明島）。

現在、この長興島では、珠江デルタ、長江デル

タに続くと言われる大型プロジェクト（「環渤海

湾経済圏」の一部）が進められており、ここ３

年ほどの間に急速に変貌を遂げています。

今回は、中国東北地区発展の鍵を握ると言わ

れる長興島の開発について、レポートいたしま

す。

１．長興島の地理的位置と開発の沿革

大連市中心から北へ１１０�、瀋陽市から南へ
２７０�の位置にある長興島は、もともと人口５
万人の小さな町にすぎませんでした。島の海岸

線が９１．６�もあるほか、２０�等深線（水深が等
しい地点を結んだ曲線）が海岸から４００�のとこ
ろに、また３０�等深線が海岸から１�のところ
にあり、港を作るのに最適な条件を備えていま

す。さらに、後背地に広大な中国東北地区［人

口１．２億人（全人口の１／１０）、面積１１０万�（全
国面積の１／９）、ＧＤＰ１兆人民元（全国ＧＤ

Ｐの１／８）］を抱えていることもあり、大き

な発展の可能性を秘めている地域として注目を

集めています。

大連市政府は、２００５年に長島臨港工業区管理

委員会を設立し、すさまじい勢いで開発を進め

てきました。すでに公共港湾エリアが完成、昨

年１２月から正式に運営を開始しています。この

エリアは、５万トン級バース１ヶ所と７万トン

級バース２ヶ所を備え、貨物取扱能力は年間３００

万トンで、将来的には２０１０年に８００万トン、２０１５

海外リポート

東北旧工業基地の振興

長興島位置図
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大連船舶部品工業団地予定地

年には同３，０００万トンまで拡大する計画です。

昨年１０月時点で、長興島臨港工業区における

投資額は４３億５，０００万元（約６５３億円）、外資導入

額（実行ベース）で２５億米ドル（約２，７５０億円）、

同契約ベースで６０億米ドル（約６，６００億円）に達

します。これまでに韓国造船業のＳＴＸグルー

プ（世界の造船所第６位）、シンガポールのＩＭ

Ｃパン・アジア・アライアンス・グループ（世

界の化学品運輸会社第４位）といった外国企業

のほか、日本企業では大陽日酸（産業ガスの日

本最大手）が進出しています。そのほか中国系

のＣＩＭＣ（東北旧工業基地の振興コンテナ及

び空港関連設備の大手）、ＣＳＩＣ（中国船舶重

工業集団公司）などが１００億人民元（約１，５００億

円）を投入する計画です。

２．工業区の位置付けと発展の方向性

この長興島開発は、中国東北旧工業基地振興

計画（２００３年１０月に発表）の重要プロジェクトの

一つとして組み込まれました。また、遼寧省は

「五点一線（※）」戦略の一つとして、旧工業基

地再振興戦略上、重要なものとしてとらえ、長

興島周辺のインフラ施設整備に約４．５億ドル（約

４９５億円）を投入しています。土地が不足気味の

大連市が新たな発展空間を求めて、長興島を開

発し、大連を北東アジアの国際ロジスティック

スセンターとしての役割を持たせようとしてい

ます。

そのため、今後は長興島を、

� 北東アジア最大の造船基地及び東北地域の

機械設備製造拠点

� 大連市の衛星都市として、１０年後の人口８０

～１００万人規模の新興移民都市

� 大連国際ロジスティックスセンターの重要

な構成部分

� 将来の日中韓自由貿易区に向けて戦略上の

準備基地

として位置付けています。

こうした中央政府、遼寧省、大連市の大きな

期待を受け、長興島臨港工業区は、現在は新設

を抑制されている国家級開発区の申請を中央政

府に受理され、また島の閉鎖性を活かして東北

唯一の輸入木材検査検疫基地としての許可も得

ることができました。

※「五点一線」……遼寧省５ヶ所（丹東市、庄河市、長興
島、営口市、葫蘆島）の臨港工業区を全長１，４４３�の道路
で結び、沿海ラインを発展させる構想。

３．長興島開発の特徴と内容

長興島開発は、中国での成功例として知られ

る蘇州工業園区（江蘇省蘇州市）をモデルに行わ

れており、同工業園区の開発を手がけたシンガ

ポールのジュロン国際会社が都市計画構想をサ

ポートしています。昨年、大連で行われたダボ

ス会議期間中には、温家宝首相とシンガポール

の国務顧問�作棟氏が会談し、協力範囲の拡大
と早期の長興島進出促進で合意しました。

長興島臨港工業区の主な奨励産業として、以

下のようなものがあります。

・船舶製造、海洋工程および関連産業

・大型機械設備の製造および裾野産業

・東北地域の輸入木材の集積地、高付加価値

の木材加工企業集積区

・石油の精錬および石油の川下産業

・東北地域に向けての陸上、海上総合物流シ

ステム

特に造船については積極的に誘致を進めてお

り、中小の船舶関連企業の進出を促すため、船

舶部品工業団地を設置し、レンタル（賃貸）工場

などの提供を用意しています。また、産業、港

湾区のほかに生活区や総合（リゾート）区を設置

し、長興島全体の開発を進めています。

海外リポート
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４．今後について

長興島の鉄道や道路等のインフラ整備が進み、

来年１０月には大連から直接つながる高速道路が

完成する予定です（大連からの移動時間は１時

間弱に短縮）。また、ハルビン－大連を結ぶ高

速鉄道駅も、最寄りの高速インター「老虎屯」

付近にできる予定です。さらに、独立した島で

あることを活かして、将来は外部から閉鎖した

政策経済地域（保税港区等）にするという構想も

あります。

そのほか、「ポスト胡錦涛」の最有力候補の

１人と目される李克強氏（共産党遼寧省委員会

書記から共産党中央政治局常務委員会委員に就

任）が、度々視察に訪れていると聞きます。島

の中央を走る田舎道が１年もしないうちに、道

の両側に立派な街灯をもつ直線道路が整備され

たことからも、開発の勢いを感じます。数年後

のさらなる発展を見越して、すでに長興島内の

マンションの分譲価格は上昇しており、この２

年間で４倍程度まで跳ね上がっています。

５．最後に

長興島開発は、今後の中国東北地区の発展の

鍵と位置付けられており、中央政府、遼寧省、

大連市の強力なバックアップを受けています。

中国には多くの開発区（工業団地）が存在します

が、長興島のように手付かずの用地が多く、し

かも住民の立ち退き費用が不要で、開発コスト

や時間を節約できるところはそう多くはありま

せんので、そういった背景からも長興島進出に

は十分な魅力があるのではないでしょうか。

長興島臨港工業区の関係者は日本企業の進出

に大きな期待を寄せており、特に日本の造船業

界との協力関係を望んでいます。長興島臨港工

業区が日中双方での交流会を望んでいることも

あり、関心のある方には情報発信を続けていき

たいと思います。

（兒島 尚三）

「五点一線」位置図

一直線に伸びる縦断道路
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（２００５／０７末レートを１として作成）

図� 為替レート推移

中国の生産コスト上昇
海外からの中国進出ブームが起きた主な要因

は、他国に比べ低コストでの生産が可能な点に
ありますが、最近、その状況に変化が起きてい
ます。その変化は現地法人や日本の親会社、さ
らには中国企業と取引のある企業の経営に大き
な影響を及ぼしつつあります。そこで、中国の
生産コスト上昇の主な要因とその背景について
ご説明いたします。

人民元
２００５年７月に、米ドルに対して約２％の人民
元切り上げを実施して以降、人民元は米ドルに
対して緩やかな上昇を続けています（図�）。一
方、ユーロ、日本円の対人民元レートは同様の
動きにはなっておらず、それぞれの通貨の対米
ドルレートと同じような動きを示しています。
この傾向からして、人民元は依然として米ドル
との連動性が強く、全ての通貨に対して高くは
なっていないことが分かります。

多額の貿易黒字計上を続ける中国に対して、
海外からの人民元切り上げ圧力が続いています。
しかし、急激な人民元上昇を抑えるために中国
当局が為替介入を続け、その結果、中国は世界
一の外貨準備高を保有することとなりました。
市場介入の背景は、人民元高により輸出企業の
価格競争力が低下し、輸出依存度の高い中国経
済が減速する恐れがあることと、さらに、輸入
品価格の低下が国内産業に与える影響に対する
懸念です。

人民元高になると、中国での外貨建の生産コ
ストが上昇します。人民元高を前提に考えると、
�仕入・販売サイト（条件）の調整による外貨建
債権及び人民元建債務の圧縮、�為替予約、�
外貨建債権の売却による早期の人民元転などが
現地法人の為替リスクヘッジ方法として考えら
れます。さらに、現地法人の外貨建資産は為替
差損が発生することから、現地法人の中には外
貨建の資産と負債の額を一致させるなど、負債
をより多く保有することで人民元高リスクを回
避しようとする動きも見られます。

輸出抑制政策
増え続ける貿易黒字への対策として、中国政

府は様々な輸出抑制政策を採っています。その
代表的なものは輸出時の増値税還付率の引き下
げで、これは輸出企業のコスト上昇要因となり
ます（※増値税とは日本の消費税に相当する付
加価値税であり、輸出時に還付されるのが一般
的です）。人民元高が全ての輸出製品の価格競
争力を低下させるのに対し、輸出抑制政策は中
国当局の意向によって対象を限定することが可
能であり、現在、低付加価値や資源浪費型製品、
環境負荷の高い製品などがその対象となってい
ます。
中国経済発展の裏で、環境汚染、資源浪費と

いう問題が指摘されています。中国にとって、
経済成長は至上命題なのですが、これまでのよ
うな形での経済成長には限界があるため、高付
加価値型、省エネルギー型へ転換することが、
中国政府が目指す「科学的発展観」の方向性と
いえます。それゆえ、その政策に合致する業種・
企業に対しては積極的な支援を引き続き行い、
逆の場合は規制を強化するといった、外資企業
を選別する傾向が鮮明になってきています。

インフレ
今年５月のＣＰＩ（消費者物価指数）は前年同

月比＋７．５％と、政府目標の４．８％を大きく上回
るものでした（図�）。日常生活において、現在
あらゆる物価の上昇を実感します。この原因と

海外トピックス
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しては、世界規模で問題となっている食料価格
高騰もありますが、さらに、経済発展に伴う食
生活の変化も関係しています。インフレは特に
低所得者に及ぼす影響が大きく、所得格差によ
る中国政府への不満が強まる中、その対策が急
務となっています。さらにインフレの影響で、
後述する人件費高騰、金利上昇というコスト
アップも引き起こされています。

人件費高騰
０８年１月に施行された「労働契約法」は、「終
身雇用」を明記するなど労働者保護の色合いが
強く、中国進出企業は労働コストアップを余儀
なくされています。さらに、経済発展に伴い各
地で労働力不足も問題になっていることから、
労働力確保のための条件改善により、人件費も
上昇しています。そこで、比較的人件費の安い
内陸部や、ベトナムなど新興国へ生産移管を行
う動きも見られます。中国政府も内陸部と沿岸
部の経済格差是正のために内陸部への誘致を積
極的に奨励していますが、今なおインフラ・物
流面などの課題も多く残されています。

金利上昇
前述のインフレ抑制や景気過熱を抑えるため、

中国人民銀行は断続的に金利引き上げを実施し
ています（図�）。人民元建借入は規制金利で、
しかも非常に金利が高くなっており（下限は基
準金利の９０％）、金利負担が企業収益に重くの

しかかってきています。そこで必要な資金につ
いては、親会社（海外）からの増資や借入を検討
するケースも増えてきていますが、中国では自
由な資本取引が行えず、当局の認可事項として
規制されていることもあり、資金繰りには一層
の注意を払う必要があります。

最後に
以上のように様々なコストアップの状況が当

面続くものと予想されており、現地進出企業を
取り巻く環境はますます厳しくなるものと思わ
れます。しかしながら、中国が現在目指してい
る方向は日本企業が競争力をもつ分野、つまり
省エネ、環境などの分野であることから、今後
も日本企業のビジネスチャンスは十分にあると
いえます。

（ＳＭＢＣ上海支店トレーニー 森 和弥）

海外トピックス

研修先が入居する上海環球金融中心（中央の最も高いビル）
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� 景気動向指数（ＣＩ）
一致指数で見ると、全体と
しては雇用情勢や企業収益
の悪化から低下傾向が続い
ていますが、５月だけでは
個人消費、生産、企業投資
の回復で、上昇しました。（千億円）

年 月 名 目 実 質
０５年度 ５，０３８ ５，４０７
０６年度 ５，１２２ ５，５４１
０７年度 ５，１５３ ５，６３０

０５．１０～１２ ５，０４３ ５，４２８

０６．１～３ ５，０６０ ５，４５４
４～６ ５，０７４ ５，４９４
７～９ ５，０８４ ５，５０２
１０～１２ ５，１３９ ５，５６４

０７．１～３ ５，１８１ ５，６２６
４～６ ５，１４２ ５，５９０
７～９ ５，１４６ ５，６０３
１０～１２ ５，１４３ ５，６４４

０８．１～３ ５，１６７ ５，６９９
前期比 ０．５ １．０
前年比 ▲０．２ １．３

資 料 内閣府（季節調整値、但し
前年比は原数値による。）

（２００５年＝１００）

年 月 先行指数 一致指数
０７．４ ９８．４ １０４．４

５ ９８．７ １０５．２
６ ９９．１ １０５．３
７ ９８．４ １０４．７
８ ９６．６ １０５．７
９ ９５．４ １０４．８
１０ ９６．２ １０５．５
１１ ９４．２ １０４．８
１２ ９３．８ １０４．４

０８．１ ９４．８ １０３．７
２ ９３．１ １０４．８
３ ９０．８ １０２．４
４ ９２．８ １０１．７
５ ９２．６ １０３．０

前月比 ▲０．２ １．３
前年比 ▲６．２ ▲２．１
資 料 内閣府

（億円）

年 月 全 国 製造業 非製造業
０５年 １２３，６４９ ５４，５７５ ６９，３４７
０６年 １２８，５３７ ５９，０７４ ６９，７２８
０７年 １２３，３６６ ５６，８８５ ６６，９２２

０７．４ １０，０７０ ４，３７３ ５，７２８
５ １０，６０６ ４，９６９ ５，６５３
６ ９，９０２ ４，５０２ ５，３８０
７ １０，９４９ ４，８３３ ６，１８８
８ １０，２７９ ４，５１７ ５，８０８
９ ９，７８９ ４，７４６ ４，９３１
１０ １０，６４４ ５，１８０ ５，５８６
１１ １０，４３２ ５，０４４ ５，６７２
１２ １０，１３５ ４，７３３ ５，４８４

０８．１ １１，８９３ ５，１１０ ６，７３５
２ １０，４３３ ４，６４２ ５，８２３
３ ９，５６８ ４，３１９ ５，２６７
４ １０，０９４ ４，３９９ ５，７３０
５ １１，１４６ ４，９３３ ６，２３４

前月比 １０．４ １２．２ ８．８
前年比 ５．１ ▲１．０ １０．５
資 料 内閣府（季調済計数による、但し前年比は原指数による）

� 機械受注高（船舶・電力を除く民需）
金額で見ると、全体では緩やかなが
ら低下傾向。非製造業は横ばいでし
たが、製造業が減速しました。

� 国内総生産
名目の前期比では、純輸出
は減少しましたが個人消費
の拡大、住宅投資の回復で
全体の上昇幅が拡大しまし
た。

� マネーストック（平均残高）
前年比で見ると、Ｍ１は普通預金等の低下で減少が続きました。流動性全体を示す広義流動性では、
定期預金、投資信託は増加しましたが、金銭信託が減少に転じたことで伸び率が低下しました。ま
た、外債は減少が続いています。

景気全般

（兆円）

年月
Ｍ２ 広義流動性Ｍ３Ｍ１ 定 期

預金等
うち
金銭信託

うち
投資信託 うち国債 うち外債前年比前年比現金 要求払

預 金前年比
０５年 ７０１ ４６９ ４．７ ６９ ４００ １，０２９ ０．５ ５３７ １，３３３ ２．９ １５８ ８３ ４９ ４９
０６年 ７０８ ４８３ ３．０ ７１ ４１２ １，０２５ ▲０．３ ５２０ １，３７２ ３．０ ２１０ ７０ ５４ ５４
０７年 ７２０ ４８３ ▲０．１ ７２ ４１１ １，０２７ ０．２ ５２１ １，４１７ ３．２ ２４７ ７６ ５６ ５６

０７．５ ７２０ ４８７ ▲０．４ ７２ ４１６ １，０２７ ０．０ ５２０ １，４１７ ３．２ １８２ ６５ ７５ ５７
６ ７２２ ４８４ ▲０．２ ７１ ４１３ １，０２９ ０．３ ５２１ １，４２２ ３．５ １８３ ６７ ７５ ５８
７ ７２３ ４８５ ▲０．３ ７２ ４１３ １，０３１ ０．５ ５２３ １，４２７ ３．５ １８３ ６８ ７７ ５７
８ ７２０ ４７９ ▲０．５ ７２ ４０７ １，０２６ ０．３ ５２４ １，４２３ ３．１ １８４ ６８ ７９ ５５
９ ７２０ ４７８ ▲０．４ ７１ ４０６ １，０２５ ０．３ ５２４ １，４２２ ２．８ １８４ ６９ ７８ ５５
１０ ７１９ ４７９ ０．３ ７１ ４０７ １，０２５ ０．６ ５２３ １，４２４ ２．９ １８５ ７０ ７９ ５５
１１ ７２２ ４７８ ０．４ ７２ ４０６ １，０２６ ０．６ ５２４ １，４２６ ２．８ １８６ ７０ ７９ ５５
１２ ７２９ ４８７ ０．５ ７４ ４１３ １，０３３ ０．７ ５２４ １，４３３ ２．７ １８７ ７１ ７８ ５５

０８．１ ７３０ ４８５ ０．３ ７３ ４１２ １，０３４ ０．７ ５２６ １，４３５ ２．６ １８８ ７１ ７７ ５４
２ ７２８ ４８０ ０．０ ７２ ４０８ １，０３０ ０．８ ５２７ １，４３２ ２．５ １８９ ７１ ７８ ５４
３ ７３０ ４８３ ▲０．３ ７２ ４１１ １，０３１ ０．８ ５２６ １，４３２ ２．２ １８９ ７１ ７８ ５４
４ ７３５ ４８６ ▲０．８ ７２ ４１４ １，０３５ ０．５ ５２６ １，４３４ １．５ １８５ ７２ ７８ ５４
５ ７３４ ４８４ ▲０．７ ７２ ４１２ １，０３４ ０．７ ５２７ １，４３０ ０．９ １８１ ７２ ７７ ５６
６ ７３８ ４８３ ▲０．４ ７２ ４１１ １，０３９ ０．９ ５３１ １，４３３ ０．７ １８１ ７２ ７６ ５６

資 料 日本銀行調査統計局

経
済
指
標
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（千円）

年 月
可処分所得 消費支出（名目）

全国 九州 福岡・北九州 熊本市 長崎市 全国 九州 福岡・北九州 熊本市 長崎市
０５年 ４４１ ４０２ ４０６ ４４５ ３１１ ３２９ ３１２ ３２７ ３３０ ２６９
０６年 ４４１ ３９２ ４０８ ３９０ ３４９ ３２０ ２９９ ３１９ ２８５ ２７９
０７年 ４４３ ３９５ ３８９ ４３２ ３６５ ３２３ ２９４ ３０７ ２９８ ３１６

０７．４ ４００ ３５２ ３４２ ３７９ ３５６ ３４２ ２８０ ２９８ ３０５ ３０５
５ ３３３ ２９６ ２９４ ３３８ ２９４ ３１３ ２７８ ２８６ ３１８ ３３３
６ ６０７ ５５７ ４７４ ６２６ ４８７ ３００ ２７０ ２５９ ２６５ ２８６
７ ４９０ ４０４ ４２９ ４８１ ４１１ ３２２ ２９４ ３１５ ３１９ ３４６
８ ３９３ ３５１ ３３０ ３５４ ３３４ ３２５ ２９５ ３３８ ２７２ ３２３
９ ３６３ ３２８ ３２５ ３２２ ２８２ ３１１ ３１０ ３０７ ２６１ ２７９
１０ ３９７ ３６０ ３８７ ３５７ ３００ ３２７ ３０４ ３５１ ２８６ ３０６
１１ ３６６ ３４０ ３４０ ３５６ ２８３ ３０３ ２８０ ２９０ ２９２ ２６６
１２ ８０７ ７２１ ７２０ ８４８ ６１２ ３７９ ３６１ ３７８ ３４９ ３５１

０８．１ ３６７ ３２４ ３４３ ３４４ ２６８ ３４１ ３０４ ３３４ ３１３ ２９４
２ ４０３ ３５９ ３８４ ３３７ ３０４ ２９９ ２８８ ３５９ ２７９ ２５１
３ ３７９ ３３１ ３４６ ３５２ ２７０ ３４３ ３１４ ３４６ ３２３ ３２３
４ ３８１ ３３８ ３４０ ３３４ ３２２ ３４４ ３０５ ３４４ ３４３ ２８０
５ ３３９ ２９３ ２９５ ３１６ ２７４ ３１５ ２８２ ３０１ ３１５ ２６０

前年比 １．７ ▲０．９ ０．４ ▲６．６ ▲６．８ ０．６ １．４ ５．３ ▲１．１ ▲２１．８
資 料 総務省

（億円）

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５年 ２１３，２８４ １７，０１１ ７，２２７ １，８９７ １，３９７
０６年 ２１１，４５０ １６，６６５ ７，０９９ １，８８８ １，３３９
０７年 ２１１，９８８ １６，６３１ ７，１６７ １，８７７ １，３０３

０７．４ １６，９１５ １，３１６ ５５８ １５０ １０３
５ １７，０４１ １，３２７ ５６７ １５０ １０６
６ １７，３６７ １，２９７ ５６２ １４７ １０３
７ １８，６１３ １，５０４ ６５６ １７３ １２０
８ １６，６９３ １，３５３ ５５８ １５０ １１０
９ １５，９２７ １，２１０ ５２２ １３１ ９５
１０ １７，１６１ １，３０６ ５６５ １４３ １００
１１ １８，１２４ １，３７１ ５９９ １５２ １０６
１２ ２２，６７５ １，８６４ ８０１ ２１６ １４０

０８．１ １８，７９９ １，４６６ ６２８ １７２ １２０
２ １５，５３９ １，２００ ５０９ １３６ ９５
３ １７，７０３ １，３４０ ５８６ １５２ １０２
４ １６，８１２ １，２８８ ５５３ １４６ ９９
５ １６，９５１ １，３１２ ５６７ １４８ １０１

前年比（全店） ▲０．５ ▲１．１ ０．０ ▲１．１ ▲４．３
前年比（既存店） ▲２．０ ▲２．８ ▲２．１ ▲２．７ ▲２．３
資 料 経済産業省（九州には沖縄県を含む）

� 勤労者世帯の家計収支（農林漁家世帯を含む）
前年比で見ますと、可処分所得の全国は、世帯主給与増で伸びました。福岡県でも世帯主給与は伸
びましたが、所得税増で横ばいとなりました。熊本、長崎県は世帯主給与が減少しました。消費支
出では、全国は、自動車購入費、食費は伸びましたが、住居費の減少で横ばいとなりました。福岡
県は教育費が伸びましたが、全体の伸び率は前月に比べ低下しました。熊本県は自動車が減少、長
崎県は、教育費、自動車購入費が減少しました。

� 大型小売店販売額
前年比で見ますと、全国、福岡、熊本、長崎県とも単価上昇などから食料品は増加しましたが、衣
料品が多雨等による夏物の不振から減少、全体では伸び悩みました。福岡県の全店はスーパーの店
舗増で前年並みとなりました。

１．個人消費
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（台）

年 月 登録車 軽乗用車
全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県

０５年 ３，３５３，５９３ ２９１，８７４ １２５，７２９ ３６，５９６ ２５，２４７１，３８７，０６８ １８３，２０２ ５４，８５９ ２６，９２３ ２３，０６８
０６年 ３，１２６，２４９ ２６８，３２２ １１６，４０６ ３４，１５７ ２２，６５２１，５０７，５９８ １９６，９１２ ６０，０４３ ２８，１２４ ２４，８５１
０７年 ２，９４５，６６８ ２５１，５０３ １１０，６３３ ３２，２２５ ２０，７１４１，４４７，１０６ １８９，２２４ ５７，５５６ ２７，９９８ ２３，５０６

０７．４ １８３，５６１ １５，７６８ ６，９９４ １，９９３ １，２２７ １０６，２２５ １４，０８０ ４，２０８ ２，０２５ １，８７４
５ １９９，０４１ １６，６４５ ７，４９３ ２，１４４ １，３６５ １０７，６３９ １４，１９３ ４，２２８ ２，１９０ １，８４４
６ ２４６，６８７ ２０，３８３ ９，０９３ ２，５６６ １，６３１ １２５，９５６ １６，１４５ ４，８２３ ２，４２４ ２，００４
７ ２４４，２４１ ２０，８１０ ９，２２８ ２，６６４ １，６５１ １１３，１７７ １５，３５４ ４，７９１ ２，２１７ １，７５５
８ １９０，１３１ １７，２６０ ７，５８３ ２，０７０ １，３９１ ８７，０９２ １１，９２７ ３，４１３ ２，００７ １，４８５
９ ２８５，０４５ ２３，９３５ １０，３６０ ３，１５３ ２，０８９ １３０，３６１ １６，６４６ ５，２２５ ２，２９６ ２，０００
１０ ２３３，２９４ １９，７９３ ８，７００ ２，４６０ １，６９３ １０１，８５７ １２，８３１ ３，９６６ １，８７５ １，５４５
１１ ２５８，０１３ ２２，４０１ ９，６３８ ２，９８９ １，７７２ １０５，６８４ １３，８８９ ４，５３４ ２，０２１ １，６４１
１２ ２０４，７５９ １７，５０６ ７，９０８ ２，０４５ １，５５８ ９９，７９４ １３，２４３ ３，８１７ １，９９９ １，６０３

０８．１ ２１２，８４３ １８，８６４ ７，９６３ ２，４５８ １，６６９ １０６，２２７ １４，５２３ ４，３４２ ２，１９８ １，８４６
２ ２８５，３２０ ２４，７１８ １１，０５１ ３，２５０ １，９７１ １４２，７０８ １８，５５１ ５，７３３ ２，８８３ ２，１８５
３ ４１３，９９９ ３４，９０６ １５，０４２ ４，７２４ ２，９７８ １９９，０３１ ２５，２１５ ７，７９２ ３，８２２ ３，０９８
４ ２００，８３３ １７，１９５ ７，６８４ ２，１７６ １，３７３ １０４，６９２ １３，３２２ ４，０２７ １，９９３ １，６７２
５ １９０，３３７ １６，１８８ ７，０７２ ２，１３１ １，３５７ １０５，３８７ １３，９５９ ４，２２１ ２，１７３ １，７９３

前年比 ▲４．４ ▲２．７ ▲５．６ ▲０．６ ▲０．６ ▲２．１ ▲１．６ ▲０．２ ▲０．８ ▲２．８
資 料 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会

（戸）
年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５年 １，２３６，１７５１１５，４７１ ５４，３６２ １４，０３９ １０，２３０
０６年 １，２９０，３９１１２０，４０６ ５８，９５２ １４，８０５ ８，９４０
０７年 １，０６０，７４１ ９９，０８８ ４５，０６６ １３，２８６ ６，９０１

０７．４ １０７，２５５ ９，２９９ ４，１８３ ９２７ ６６０
５ ９７，０７６ ９，０７３ ３，８２１ １，５３１ ６５０
６ １２１，１４９ １１，３８８ ５，９８５ １，４０６ ５８３
７ ８１，７１４ ６，６３７ ２，８１１ ９８０ ５９９
８ ６３，０７６ ５，７６２ ２，４３６ ８６３ ４８７
９ ６３，０１８ ６，４７２ ２，２２７ １，０７４ ６７４
１０ ７６，９２０ ６，９２０ ２，７３３ ８９３ ４２３
１１ ８４，２５２ ７，４６７ ２，９３１ １，１３９ ６６８
１２ ８７，２１４ ８，６４８ ３，５４０ １，０３４ ５７９

０８．１ ８６，９７１ ８，８００ ３，９４０ １，２４２ ５１２
２ ８２，９６２ ６，８５５ ３，０８６ ９６３ ５４９
３ ８３，９９１ ７，５４５ ３，２５０ ７３８ ５５８
４ ９７，９３０ ８，４１５ ４，０３０ ９９４ ５１８
５ ９０，８０４ ９，４６３ ５，１３３ １，０５６ ４０１

前年比 ▲６．５ ４．３ ３４．３ ▲３１．０ ▲３８．３
資 料 国土交通省

（億円）
年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５年度 １２９，６２２ １６，０３３ ４，３９９ ２，１４１ １，９９４
０６年度 １２２，８３８ １５，６０８ ４，５５１ ２，０６３ １，８１４
０７年度 １１７，８１８ １４，６９０ ４，２６２ ２，１４０ １，８３４

０７．４ １１，５６８ １，１６２ ４７７ １８７ １０６
５ ８，４９０ １，１４８ ５０１ ２０３ ７９
６ １０，９８２ ９５１ ２６３ １３１ １１３
７ １０，７２３ １，１８２ ３２２ １４９ １２８
８ ９，８４２ １，２３３ ２９８ １４９ ２０８
９ １１，１１６ １，６４３ ３６８ ２５２ ２０９
１０ １１，７４２ １，５５７ ４４６ １８２ ２０６
１１ ８，６８５ １，２６３ ３４８ １８１ １８３
１２ ８，３８４ １，１２７ ３１５ １７４ １３５

０８．１ ５，９０７ ８７８ ２８３ １０７ ９４
２ ６，５３５ ８３６ １９０ １５７ １３４
３ １３，８４５ １，７０９ ４５１ ２６８ ２４０
４ １１，０２５ １，０５６ ３４８ ２４１ ６７
５ ７，６７５ １，１７３ ６３９ １８０ ４２

前年比 ９．６ ２．２ ２７．４ ▲１１．４ ▲４６．７
資 料 西日本建設業保証（請負金額）

� 乗用車登録台数
前年比で見ますと、登録車は大型車が新型車人気で増加しましたが、小型車が減少したことから全体では減少しま
した。軽乗用車は、全国、九州、長崎県は減少が続きましたが、福岡県、熊本県ではほぼ前年並みとなっています。

新設住宅着工戸数
前年比で見ると、全国は貸家、分譲マンションの減少
幅が縮小して回復傾向が続いています。福岡県は貸家
が前年並みに回復したことに加え、分譲マンションが
福岡、北九州、久留米市で伸びたことから、全体では
大幅な増加となりました。熊本県は低迷が続いていま
す。貸家は昨年伸びた反動で減少、分譲は低迷が続い
ています。長崎県は低迷が続いています。貸家が大幅
減となったためですが、分譲は昨年からの低迷が続い
ています。

公共工事保証実績
累計の前年比を見ますと、全国は「国」の減少に加え、
「独立行政法人」が減少に転じたことから、減少率が
拡大しました。福岡県では、市町村は減少が続いてい
ますが、独立行政法人等の伸びで前年並みに回復しま
した。熊本県も九州新幹線工事で増加が続いています。
長崎県は県が昨年伸びた反動で減少したうえ、市町村
も減少したことから大幅な落ち込みとなりました。

２．住宅投資 ３．公共投資
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（全国・九州２００５年＝１００福岡県・熊本県・長崎県２０００年＝１００）

� 集積回路生産量
全国、九州とも、数量はゲーム機、デジカメ、自動車
用の好調で増加が続きましたが、金額は単価低下等で
緩やかながら減少が続いています。

（数量：百万個、金額：億円）

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５年 １００．０ １００．０ １０１．５ １０６．９ ９６．１
０６年 １０４．５ １０７．５ １０３．４ １１２．１ １０４．０
０７年 １０７．４ １１０．０ １０３．３ １０５．２ １０５．９

０７．４ １０５．６ １０７．４ １０１．１ １０６．４ １０１．１
５ １０６．８ １０７．５ ９９．３ １０８．１ １０３．５
６ １０６．９ １０８．６ １００．０ １０６．７ １０１．１
７ １０７．０ １０９．３ １０１．３ １０５．９ １０８．０
８ １０９．７ １１１．８ １０５．８ １０４．６ １０８．３
９ １０７．９ １１０．９ １０３．５ １０２．６ １０４．４
１０ １１０．０ １１２．５ １０９．７ １０３．７ １０５．４
１１ １０８．４ １１２．０ １０８．０ １０２．９ １１０．１
１２ １０９．１ １１３．２ １０６．８ １０１．０ １１０．５

０８．１ １０８．５ １１２．１ １０５．３ ９９．１ １２４．２
２ １１０．２ １１１．２ １１０．４ １０２．６ １２８．７
３ １０６．５ １１０．１ １１０．２ １０６．０ １０３．６
４ １０６．３ １０９．１ １０６．９ １０４．９ １２９．５
５ １０９．３ １１２．４

前年比 １．１ ３．６ ６．９ ▲０．３ ２９．６

資 料 経済産業省、九州経済産業局、福岡県、熊
本県、長崎県（前年比は原指数による）

年 月 全 国 九 州
数 量 金 額 数 量 金 額

０５年 ３１，０２３ ３２，８４３ ７，０８７ ８，６９１
０６年 ３５，６６７ ３６，３２４ ７，７７８ ９，６５９
０７年 ３８，０５４ ３７，６７６ ８，１６４ １０，３４５

０７．３ ３，１１０ ３，３０８ ６５６ ９１５
４ ２，９６２ ２，９０６ ６４４ ７８６
５ ３，０２９ ３，０２１ ６６５ ７９３
６ ３，０９６ ３，１１４ ６６５ ７９３
７ ３，３０７ ３，２４８ ６９７ ８７３
８ ３，１９２ ３，２７９ ６８４ ８８１
９ ３，２３４ ３，３７３ ６６８ ９１７
１０ ３，５１８ ３，３６６ ７４８ ９３９
１１ ３，４４２ ３，２０７ ７３４ ９１５
１２ ３，４３３ ３，０６２ ７４５ ８４８

０８．１ ３，２２８ ２，９４２ ７０３ ８２３
２ ３，２７３ ２，９５６ ７０２ ８５５
３ ３，４１５ ３，１５０ ７４９ ９０３
４ ３，３３４ ２，７８８ ７２３ ７６７

前年比 １２．５ ▲４．１ １２．３ ▲２．４
資 料 経済産業省、九州経済産業局

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５年 ９７，３５７ ８，３１２ ２，９４４ １，２３３ ７７４
０６年 ９９，９９４ ９，６３６ ３，５８６ １，１６５ ８３１
０７年 ８９，７２２ ９，０１７ ３，６６１ ７２０ ６４４

０７．３ ６，２５８ ７７３ ３８３ ９４ ３２
４ ８，８４９ ９６０ ３１５ ２２５ ２４
５ ９，４７０ ８８３ ３７０ ２０９ ４８
６ １３，２７７ １，４３８ ７０７ １４３ ５９
７ ７，０７５ ６２７ ２０６ ６７ ９３
８ ５，４５３ ４６６ １１９ ５９ １０７
９ ４，５２０ ６６８ ３１５ ６０ ６９
１０ ６，１２３ ４２６ １４６ ４６ ５０
１１ ７，１１６ ４８８ １６７ ９３ ３４
１２ ７，７３３ ７９４ ３０６ １０１ ２８

０８．１ ６，３７７ ６４１ ３１３ １１４ ４３
２ ６，１２１ ７４８ ２７１ １３４ ３５
３ ８，４４３ ４７８ １９２ ６９ ２８
４ ８，１１９ ５５３ ２１４ ４２ ６３

前年比 ▲８．３ ▲４２．４ ▲３２．０ ▲８１．５ １５８．４
資 料 国土交通省

（億円）
年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５年 ６５６，５６５ ６０，８０７ ３１，３６４ ２４９ ２，４６０
０６年 ７５２，４６２ ７０，０９０ ３４，２４６ ２７７ ３，４７２
０７年 ８３９，３１４ ８０，７５２ ４０，０７９ ２８８ ３，６８１

０７．４ ６６，３３５ ６，２５１ ２，９８６ ２４ ３０１
５ ６５，６７８ ５，９９１ ２，９１８ ２０ １９９
６ ７２，８６０ ７，１１１ ３，３６０ ２８ ５８１
７ ７０，６３１ ６，７３９ ３，２８２ ２８ ３２９
８ ７０，３４７ ６，４５３ ３，２０５ ２１ １３４
９ ７２，５５５ ７，１５７ ３，６３２ ２４ ４０５
１０ ７５，０６５ ７，３７０ ３，７０４ ２７ ４０９
１１ ７２，６８６ ７，２６２ ３，７３９ ２３ ２８７
１２ ７４，３４０ ７，３０６ ３，８３５ ２６ ３１３

０８．１ ６４，０８４ ６，６６３ ３，３６０ ２５ ３５２
２ ６９，７５４ ６，７８４ ３，４２４ ２７ ２８７
３ ７６，８２５ ７，４５１ ３，５９５ ２９ ５２７
４ ６８，９１４ ６，９３５ ３，５２３ ２１ ４１３
５ ６８，０９０ ６，８０２ ３，６１５ ２６ ２０９

前年比 ３．７ １３．５ ２３．９ ２７．１ ４．８
資 料 財務省、門司税関［九州は山口、沖縄県を含む］、長崎税関

（億円）

� 鉱工業生産指数
指数で見ると、全国は高い水準に回復しました。電子
部品が高水準を持続している中で、伸びが一服してい
た自動車、造船が回復しました。福岡県は、自動車の
伸びの一服、金属製品の回復の一服で上昇が一服しま
した。熊本県では造船が伸びましたが、電子部品、電
気機械、化学製品、食品の伸び悩みで上昇が一服しま
した。長崎県は、金属工業の伸びで急増しましたが、
３月に急減した電子部品は回復せず、横ばいとなって
います。

� 建築着工統計
金額で見ると、全国は製造業の拡大が続き増加傾向。
福岡県では、製造業は増加していますが、サービス業
が減少して全体では横ばい。熊本県では大型建築の一
服で低下しました。長崎県では低い水準にありますが、
製造業、サービス業が伸び、増加しました。

� 輸出通関実績
前年比で見ますと、全国は伸び率は低いものの増加が
続いています。中国、東南アジア向けは増加しました
が、北米向けが減少しました。ガソリンなどの燃料が
伸び、電気機械は増加に転じましたが、自動車は伸び
率が低下しました。福岡県では中国、北米向けの自動車、
中南米向けの船舶が伸びました。熊本県は、舶用エン
ジンとくず鉄が伸びました。長崎県は、大型の船舶輸
出がなかったことから前年並みとなりました。

４．生産・設備投資

５．その他
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年 月 全 国
０５年 １００．０
０６年 １０２．２
０７年 １０４．０

０７．５ １０３．８
６ １０３．９
７ １０４．６
８ １０４．６
９ １０４．５
１０ １０４．８
１１ １０５．０
１２ １０５．４

０８．１ １０５．６
２ １０６．１
３ １０６．７
４ １０７．５
５ １０８．８
６ １０９．７

前年比 ５．６
資 料 日本銀行調査統計局

年 月 全 国 九 州 福岡市 熊本市 長崎市
０５年 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
０６年 １００．３ １００．１ １００．１ １００．０ ９９．８
０７年 １００．３ １００．３ １００．０ ９９．９ ９９．７

０７．４ １００．１ ９９．７ ９９．６ ９９．８ ９９．６
５ １００．４ １００．２ ９９．９ ９９．９ ９９．７
６ １００．２ １００．３ １００．０ ９９．７ ９９．４
７ １００．１ １００．１ ９９．８ ９９．５ ９９．３
８ １００．６ １００．８ １００．４ １００．２ ９９．８
９ １００．６ １００．７ １００．３ １００．４ ９９．９
１０ １００．９ １０１．０ １００．６ １００．４ １００．３
１１ １００．７ １００．８ １００．４ １００．３ １００．０
１２ １００．９ １０１．０ １００．４ １００．３ １００．１

０８．１ １００．７ １００．７ １００．２ １００．０ ９９．８
２ １００．５ １００．４ ９９．７ １００．０ ９９．６
３ １０１．０ １００．９ １００．２ １００．３ １００．０
４ １００．９ １００．６ １００．０ １００．１ １００．２
５ １０１．７ １０１．６ １０１．０ １０１．０ １００．９

前年比 １．３ １．４ １．１ １．１ １．２
資 料 総務省、九州経済産業局、福岡市、熊本市、長崎市

イ．消費者物価
指数で見ると、全国、福岡、熊本、長崎市とも、原油
価格の値上がりを受けたガソリン、灯油等の値上がり
から、交通費、暖房費が上昇したほか、食品、衣料品
も値上がりしていて、全体の指数も上昇傾向が続いて
います。

（２００５年＝１００） （２００５年＝１００）

（倍）

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５年 ０．９５ ０．７０ ０．７７ ０．７３ ０．５８
０６年 １．０６ ０．７７ ０．８５ ０．８１ ０．６０
０７年 １．０４ ０．７８ ０．８６ ０．８２ ０．６２

０７．４ １．０５ ０．８１ ０．９１ ０．８６ ０．６２
５ １．０６ ０．８０ ０．９１ ０．８３ ０．６４
６ １．０７ ０．８０ ０．９０ ０．８６ ０．６４
７ １．０６ ０．８１ ０．９０ ０．８５ ０．６４
８ １．０５ ０．７８ ０．８６ ０．８２ ０．６４
９ １．０４ ０．７７ ０．８３ ０．８３ ０．６２
１０ １．０２ ０．７５ ０．７９ ０．７８ ０．６１
１１ １．００ ０．７１ ０．７３ ０．７４ ０．５８
１２ ０．９８ ０．７０ ０．７１ ０．７３ ０．５７

０８．１ ０．９８ ０．６８ ０．６９ ０．７１ ０．５６
２ ０．９７ ０．６８ ０．７０ ０．７４ ０．５８
３ ０．９５ ０．６７ ０．６８ ０．７１ ０．５９
４ ０．９３ ０．６７ ０．６７ ０．７１ ０．５９
５ ０．９２ ０．６６ ０．６６ ０．６７ ０．５９

前年増減 ▲０．１４ ▲０．１４ ▲０．２５ ▲０．１６ ▲０．０５
資 料 総務省、九州経済産業局、福岡県、熊本県、長崎県

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５年 １２，９９８ １，０９７ ４８０ １３０ １１６
０６年 １３，２４５ １，０９５ ５０２ １２７ １２５
０７年 １４，０９１ １，２２５ ５０４ １３９ １４８

０７．５ １，３１０ １２６ ５４ １３ １９
６ １，１８５ １１５ ４３ １１ ９
７ １，２１５ １０１ ４８ ８ １５
８ １，２０３ １１４ ３７ １３ １９
９ １，０４７ １０６ ４６ １１ １３
１０ １，２６０ １１３ ４４ １０ １９
１１ １，２１３ １０５ ４７ １４ １１
１２ １，０９７ ９２ ３９ １１ １１

０８．１ １，１７４ ８３ ３７ １０ １２
２ １，１９４ １０４ ３２ １５ １４
３ １，３４７ １２６ ６０ １５ １８
４ １，２１５ １０３ ４０ ７ １５
５ １，２９０ １３５ ４６ １７ １１
６ １，３２４ １１４ ４９ １６ １７

前年比 １１．７ ▲０．９ １４．０ ４５．５ ８８．９
資 料 東京商工リサーチ（負債金額１千万以上）

（件）

� 物価指数
ア．企業物価（国内）
指数で見ると、石油・石炭製品の急上
昇で上昇。他の製品の上昇の動きは一
服しています。

� 有効求人倍率
倍率で見ると、全国、福岡、熊本県は求人が減
少している一方、求職者が増加に転じており、
倍率は低下が続いています。長崎県ではコール
センター等で求人は増加していますが、求人倍
率は横ばいが続いています。

� 企業倒産（件数）
件数でみると、全国、福岡、熊本、長崎県とも
増加傾向。熊本、長崎県は昨年の件数が少なかっ
たため増加率が高くなりました。九州全体は、
大分、鹿児島、宮崎県で減少でマイナスとなり
ました。
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� 国内銀行預金残高

� 国内銀行貸出金残高

� 貸出約定平均金利（月末・ストック）

金融関係指標

年 月 全 国 都市銀行 地方銀行 地方銀行� 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５．３ ５２８，０６５ ２４７，０２３ １８７，８８８ ５３，９６２ ３５，８６７ １６，５３７ ４，６３４ ４，０５５
０６．３ ５３４，１５０ ２５０，７６２ １８８，８９１ ５４，１２７ ３５，８０７ １６，５７５ ４，６２４ ３，９６１
０７．３ ５３９，９４２ ２４８，７５７ １９３，６８２ ５４，６２２ ３６，４６７ １６，９２６ ４，７０３ ４，０１８

０７．９ ５４１，２４６ ２４４，３２８ １９３，２７３ ５５，２１３ ３６，６３６ １６，９０２ ４，７９７ ４，０９２
１０ ５３９，４３３ ２４４，８６９ １９１，１７５ ５４，７４０ ３６，２７６ １６，７５５ ４，７１５ ４，０５３
１１ ５４７，２４０ ２５０，６１３ １９２，４６１ ５４，８８４ ３６，４５２ １６，８４８ ４，７０４ ４，１０４
１２ ５４７，１４３ ２４５，９４８ １９５，５７２ ５５，８０２ ３６，９２８ １７，０７９ ４，７９８ ４，０９２

０８．１ ５４６，４３１ ２４７，９６７ １９３，０３８ ５４，９７１ ３６，５６２ １６，９６６ ４，７２０ ４，０４７
２ ５４８，０７３ ２４９，００４ １９３，４１４ ５５，１９７ ３６，５９２ １６，９７０ ４，７１８ ４，０５４
３ ５５４，５３０ ２５２，５７５ １９５，６９９ ５５，５６２ ３６，６２７ １６，９７３ ４，７１２ ４，０３２
４ ５５５，４４５ ２５１，７１７ １９６，７１２ ５５，６７５ ３７，３５９ １７，３３４ ４，７７３ ４，０９３
５ ５５４，３８９ ２５１，３０６ １９６，４１９ ５５，５４１ ３７，３６９ １７，２６３ ４，８４３ ４，１４１

前年比 １．７ ▲１．２ １．６ １．８ ２．０ １．９ ２．７ １．０
資 料 日本銀行調査統計局

年 月 全 国 都市銀行 地方銀行 地方銀行� 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５．３ ４０１，９５７ １８６，９５４ １３７，２３８ ４０，３４０ ２５，７９６ １３，１７２ ２，７６２ ２，８０５
０６．３ ４１０，７５９ １８９，６８９ １４０，３５６ ４１，２５６ ２５，７６８ １３，２０２ ２，７７５ ２，６４９
０７．３ ４１３，４９６ １８６，０３７ １４４，５４１ ４１，９３８ ２５，８９７ １３，２５２ ２，７８３ ２，５３１

０７．９ ４１２，６９０ １８３，４１９ １４５，３７４ ４２，２２５ ２５，７６０ １３，２５４ ２，７７０ ２，４３８
１０ ４０９，１１１ １８２，０３８ １４４，３９２ ４１，９０６ ２５，６１９ １３，１２５ ２，８００ ２，４２３
１１ ４１０，４８５ １８３，０８２ １４４，７７７ ４２，０３２ ２５，７９７ １３，２５４ ２，８２３ ２，４１８
１２ ４１７，６３９ １８６，１６４ １４７，１７６ ４２，８５６ ２６，１７３ １３，４３６ ２，８６７ ２，４４６

０８．１ ４１５，４８２ １８６，１５０ １４５，９８２ ４２，３８３ ２５，９３６ １３，３１８ ２，８２６ ２，４１７
２ ４１６，２０５ １８５，９４４ １４６，６１４ ４２，４０９ ２６，０７９ １３，４４９ ２，８２０ ２，４３４
３ ４１９，４２０ １８５，４６６ １４８，３５９ ４２，９３１ ２６，３５３ １３，５０７ ２，８８９ ２，４８７
４ ４１６，２９６ １８４，６９０ １４７，２５７ ４２，５９９ ２５，９７９ １３，４００ ２，８２３ ２，４１９
５ ４１７，０５０ １８４，８５９ １４７，８０６ ４２，７４０ ２６，１３５ １３，４７８ ２，８７１ ２，４１５

前年比 ２．２ ０．６ ３．８ ３．０ ２．８ ３．２ ５．５ ▲１．６
資 料 日本銀行調査統計局

年 月 全 国 九州地銀
（２０行）

０５．３ １．４１５ １．６５３
０６．３ １．２９２ １．７２１
０７．３ １．５９４ １．８２５

０７．９ １．６９９ １．９４７
１０ １．７９９ ２．２７３
１１ １．６１３ ２．１３４
１２ １．６７７ ２．１４７

０８．１ １．５５４ ２．１６１
２ １．５８３ １．９６９
３ １．６５０ １．９２１
４ １．６２９ ２．１５０
５ １．５５４ ２．０２５

資 料 日本銀行調査統計局、同福岡
支店（九州地銀は沖縄県を含む）

年 月
全 国 九州地銀

（２０行）都市銀行 地方銀行 地方銀行�
０５．３ １．５０３ １．９３６ ２．３３２ ２．２１３
０６．３ １．３９２ １．８３８ ２．２１５ ２．０９３
０７．３ １．６７９ １．９９２ ２．２９２ ２．１８７

０７．９ １．７９８ ２．０７９ ２．３６４ ２．２５３
１０ １．８０５ ２．０７７ ２．３６６ ２．２５３
１１ １．８０２ ２．０８０ ２．３６５ ２．２４７
１２ １．８１１ ２．０８３ ２．３５７ ２．２４６

０８．１ １．７８８ ２．０７６ ２．３５８ ２．２４０
２ １．７８１ ２．０６７ ２．３５４ ２．２２７
３ １．７９７ ２．０６４ ２．３４０ ２．２１８
４ １．７８４ ２．０５１ ２．３３４ ２．２２１
５ １．７８１ ２．０５１ ２．３３２ ２．２１５

資 料 日本銀行調査統計局、同福岡支店（九州地銀は沖縄県を含む）

（十億円）

（十億円）

� 新規貸出約定平均金利
（年％） （年％）
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実施年月

銀行預金（FFG） 貸出金利 参考
日
付

基準
貸付利率
（公定歩合）

日
付 普通預金

スーパー
定期

（１年）

自由金利
定期

（１年）

日
付

短期
プライム
（FFG）

日
付

長期
プライム
（みずほ）

住宅ローン（FFG） 日
付
住宅金融
支援機構
（個人住宅）

日経平均
（年、月末）

外国為替（年、月末）

３年 ５年 １０年 １ドル
＝円

１ユーロ
＝円

００年末 ０．５０ ０．１０ ０．１５ ０．２０ １．８７５ ２．１ ２．６５ ３．３０ ２．８０ １３，７８５１１４．９１１０６．７７
０１〃 ０．１０ ０．０１ ０．０４ ０．０４ １．８７５ １．８５ ２．２５ ２．４０ ３．０５ ２．６０ １０，５４２１３１．４７１１５．９０
０２〃 ０．１０ ０．００２ ０．０３ ０．０３ １．８７５ １．６５ ２．２５ ２．４０ ３．０５ ２．４０ ８，５７８１１９．３７１２４．４１
０３〃 ０．１０ ０．００１ ０．０３ ０．０３ １．８７５ １．７０ ２．４０ ２．９０ ３．６０ ２．６０ １０，６７６１０６．９７１３３．７１

０４．１ １９ ２．５５ １０，７８３１０５．８８１３１．２２
２ １０ １．６０ １７ ２．５０ １１，０４１１０９．０８１３５．８５
３ １０ １．６５ ２３ ２．６０ １１，７１５１０３．９５１２７．２３
４ ９ １．７０ ２１ ２．７０ １１，７６１１１０．４４１３１．８２
５ ｜ ２１ ２．７５ １１，２３６１０９．５６１３３．８９
６ １０ １．９０ １１ ２．８０ １１，８５８１０８．６９１３１．５８
７ ９ １．８０ ３．２０ ３．９５ １６ ３．００ １１，３２５１１１．６７１３４．５２
８ １０ １．７５ １１，０８１１０９．８６１３２．７２
９ １０ １．７０ ３．０５ ３．７５ １４ ２．８０ １０，８２３１１０．９２１３６．６８
１０ ２．３５ ３．００ ３．７０ １８ ２．９０ １０，７７１１０５．８７１３５．１７
１１ ２．９５ ３．６５ １０，８９９１０３．１７１３６．６３
１２ １０ １．５５ １４ ２．８５ １１，４８８１０３．７８１４１．３９

０５．１ ２．３０ ２．９０ ３．５５ １１，３８７１０３．５８１３４．８４
２ １６ ２．８０ １１，７４０１０４．５８１３８．５８
３ １０ １．６５ ２．３５ ２．９５ ３．６０ １５ ３．００ １１，６６８１０６．９７１３８．６２
４ ８ １．５５ １ ３．１０ １１，００８１０５．８７１３６．８５
５ １０ １．５０ ２．２５ ２．８０ ３．４５ １０ ３．０５ １１，２７６１０７．８４１３３．４７
６ １０ １．４５ ３ ３．０６ １１，５８４１１０．３７１３３．２５
７ ５ ３．０２ １１，８９９１１２．１８１３５．８６
８ １０ １．６０ ３ ３．０８ １２，４１３１１１．４２１３６．０５
９ ９ １．５５ ２．３５ ２．９５ ３．６０ ５ ３．２３ １３，５７４１１３．２８１３６．２１
１０ １２ １．８０ ２．９０ ３．５０ ４ ３．１９ １３，６０６１１５．６７１３９．５７
１１ １０ １．９０ ２．５５ ３．１５ ３．７５ ４ ３．３２ １４，８７２１１９．４６１４０．８２
１２ ９ １．８５ ２．５０ ３．１０ ３．７０ ６ ３．２６ １６，１１１１１７．４８１３９．３８

０６．１ １１ １．８０ ３．１５ ３．７５ １０ ３．３４ １６，６４９１１７．１８１４１．９０
２ １０ ２．００ ３．７０ ３ ３．２８ １６，２０５１１６．３５１３７．８６
３ ２７ ０．０６ ０．０６ １０ ２．１０ ２．７０ ３．４０ ３．８５ ７ ３．４１ １７，０５９１１７．４７１４２．５４
４ １１ ０．０８ ０．０８ １１ ２．４５ ２．９０ ３．６０ ４．０５ ４ ３．５２ １６，９０６１１４．３２１４３．４０
５ １０ ２．５０ ３．０５ ３．８０ ４．２５ ９ ３．７１ １５，４６７１１１．８５１４４．００
６ ９ ２．４５ ３．１０ ３．７５ ３．９５ ５ ３．６８ １５，５０５１１４．６６１４５．７９
７ １４ ０．４０ １８ ０．１０ ０．２５ ０．３０ １１ ２．６５ ３．７０ ３．９０ ４ ３．７１ １５，４５６１１４．４７１４５．９６
８ １５２．１２５ １０ ２．５０ ３．０５ ３．５０ ３．８５ ３ ３．７５ １６，１４０１１７．２３１５０．６６
９ ８ ２．３０ ５ ３．６０ １６，１２７１１８．０５１４９．５８
１０ １１ ２．３５ ２．９０ ３．２５ ３．７０ １６，３９９１１７．７４１４９．３６
１１ １０ ２．３０ ３．０５ ３．４５ ３．８０ ６ ３．７７ １６，２７４１１６．１２１５３．１２
１２ ８ ２．３５ ３．３５ ３．７０ ５ ３．６８ １７，２２５１１８．９２１５６．６８

０７．１ １０ ２．４０ ３．００ ３．３０ ３．６０ １０ ３．５７ １７，３８３１２１．３４１５７．１５
２ ２１ ０．７５ ２６ ０．２０ ０．３５ ０．４０ ９ ２．３０ ３．６５ ５ ３．６４ １７，６０４１１８．５９１５６．６６
３ ２６２．３７５ ９ ２．２０ ３．０５ ３．３５ ３．７０ ６ ３．６１ １７，２８７１１８．０５１５７．２１
４ １０ ２．２５ １ ３．５３ １７，４００１１９．４１１６２．４０
５ ３．１５ ３．５０ ３．８５ ９ ３．５４ １７，８７５１２１．６３１６３．４６
６ ８ ２．４５ ３．２０ ３．４５ ３．８０ ５ ３．５９ １８，１３８１２３．４８１６６．０４
７ １０ ２．５５ ３．４０ ３．７５ ４．０５ ４ ３．７３ １７，２４８１１８．９９１６４．１１
８ ４．１０ ３ ３．６９ １６，５６９１１６．２４１５８．８０
９ １１ ２．２５ ３．３０ ３．６５ ４．００ ４ ３．５２ １６，７８５１１５．２７１６３．３３
１０ １０ ２．４５ ３．２５ ３．５０ ３．８０ ４ ３．６５ １６，７３７１１４．７８１６５．８９
１１ ９ ２．２０ ３．３０ ３．６０ ３．９０ ５ ３．５３ １５，６８０１１０．２９１６２．６７
１２ １１ ２．３０ ３．２０ ３．４５ ３．７５ ４ ３．４０ １５，３０７１１３．１２１６５．７０

０８．１ １０ ２．１０ ３．１５ ３．３５ ３．６５ ９ ３．５３ １３，５９２１０６．６３１５８．４３
２ ８ ２．１５ ３．００ ３．２０ ３．５５ ５ ３．４６ １３，６０３１０４．３４１５８．９３
３ １１ ２．１０ ３．１０ ３．３０ ３．６０ ５ ３．４５ １２，５２５ ９９．３７１５６．９７
４ ３．１０ ３．２０ ３．４５ ３ ３．３４ １３，８４９１０４．０５１６２．０３
５ ９ ２．４０ ３．１５ ３．３０ ３．５５ ９ ３．６４ １４，３３８１０５．４６１６３．２０
６ １０ ２．４５ ３．４５ ３．６５ ３．９０ ３ ３．７４ １３，４８１１０５．３３１６６．４３

０８．７．１１
現在 ０．７５ ０．２０ ０．３５ ０．４０ ２．３７５ ２．４０ ３．５５ ３．７５ ４．００ ３．６７ １３，０３９１０７．２１１６９．１８

マーケットデータ

預金金利・貸出金利等の推移

（注）スーパー定期、自由金利定期は、月内最終営業日の金利。（ ）は日付。日経平均は切り捨て。住宅金融支援機構は月内最終変更分。
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］� 3101 Alexandra House, 18,�
Chater Road, Central, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�平　松　毅一郎�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

福岡銀行「調査月報」から「Ｆ
ＦＧ調査月報」まで１４年間に渡っ
て担当させていただきましたが、
今回が最後となりました。
それでは、本当に長い間、誠に
ありがとうございました。（中村）

あっという間に短めの梅雨が明
け、「夏本番」到来です。このた
び、ＦＦＧではお取引先企業のビ
ジネスマッチングを支援する新会
社「ＦＦＧビジネスコンサルティ
ング」を設立する運びとなり、小
誌の編集も同社で行うことになり
ました。三行の人財を集め、さら
にパワーアップした情報提供に努
めて参ります。が、その前に、ま
ずは一杯冷たいビールで門出を祝
いたいと思います。

最近では、会社からの帰宅は、
出来る限り徒歩にしています（約
６�）。私自身の身体に変化はあ
りませんが、道沿いの状況は、住
宅地が造成されていたり、商業施
設が建築予定だったりと、刻一刻
と変化しているようです。地域経
済調査のアンケートでは、設備投
資は減少傾向にありますが、肌感
覚では、まだ元気があるように感
じてなりません。

約３年駐在した大連からの帰任
が決まり、レポート作成は今回が
最後となりました。自分自身の驚
きや中国が発展していく様を日本
に伝え、お取引先のビジネスチャ
ンスに結び付けてもらえれば、と
いう気持ちで書いてきました。活
力ある中国を去るのは寂しい気が
しますが、日本でもこの経験を活
かして頑張りたいと思います。

中 村 前 島 横 尾 兒 島

韓国から日本へ気軽に旅行でき
るようになり、韓国人旅行者の
ニーズはより付加価値の高いもの
へと変化しています。そう遠くな
い時期に中国人旅行者の旅行パ
ターンも、劇的に変わることが予
測され、長崎市浜ん町商店街の銀
聯カードを通じた先駆的な取り組
みなど、地域独特のもてなしのス
タイルを提供できればすばらしい
と思います。

今回、初めて観光業界について
レポートを作成しました。急増す
る訪日外国人旅行者にスポットを
当ててレポートしましたが、調べ
れば調べるほど奥が深く、６ペー
ジでは書ききれない部分もありま
した。次回の観光業界のレポート
では、さらに深く掘り下げて、もっ
とビジネスのヒントになるような
記事をお送りしたいと思います。

最近よく街中で外国人旅行者を
見かけるとは思っていたのですが、
今回、外国人旅行者の誘客レポー
ト作成のため、各自治体や企業、
団体などに取材させていただき、
改めて外国人旅行者の誘客による
ビジネスチャンスの拡大を感じま
した。今後も更に研究していきた
いと思っています。ご協力いただ
きました皆様方にはこの場をお借
りして、お礼申し上げます。

研修先が新オフィスの「上海環
球金融中心（通称：上海ヒルズ）」
に移転し、気分を一新して残りの
研修期間もがんばりたいと思いま
す。上海ヒルズ以外にも高層ビル
が次々に建設される一方で、上海
総合株価指数は昨年１０月につけた
最高値の半値以下まで下落してお
り、中国経済の実態がどうなって
いるかを把握することがいかに難
しいかを実感しています。

島 浦 松 野 和 田 森

海 外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報３号 ２００８年７月２５日／�ふくおかフィナンシャルグループ営業企画部総合調査Ｇ
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２２４１ http://www.fukuoka-fg.com/
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